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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 181,554 △26.4 △12,449 ― △14,619 ― △19,987 ―
20年3月期 246,806 36.3 5,465 77.9 4,986 143.0 1,378 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △70.85 ― △97.8 △10.9 △6.9
20年3月期 4.88 ― 4.2 3.3 2.2

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  189百万円 20年3月期  102百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 117,641 9,135 7.6 31.77
20年3月期 150,841 32,125 21.2 113.12

（参考） 自己資本   21年3月期  8,958百万円 20年3月期  31,922百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 △2,851 △10,121 10,014 9,039
20年3月期 10,771 △9,247 1,061 12,563

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― ― ― 2.00 2.00 564 41.0 1.7
21年3月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年3月期 

（予想） ― ― ― 0.00 0.00 ―

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

78,600 △27.5 △2,700 ― △3,500 ― △4,000 ― △14.18

通期 168,000 △7.5 100 ― △1,400 ― △3,100 ― △10.99



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」（22ページ）をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、「1株当たり情報」（50ページ）をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 282,744,185株 20年3月期 282,744,185株
② 期末自己株式数 21年3月期  747,407株 20年3月期  552,777株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 97,819 △29.9 △7,298 ― △8,416 ― △21,644 ―
20年3月期 139,630 8.8 1,903 ― 1,426 ― △186 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △76.72 ―
20年3月期 △0.66 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 102,195 11,767 11.5 41.73
20年3月期 122,814 34,264 27.9 121.42

（参考） 自己資本 21年3月期  11,767百万円 20年3月期  34,264百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。上記の業績予想に関連する事項については、５ページの「１．経営成績（１）経営成績に関
する分析」をご参照ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

58,000 △1.5 △3,100 ― △4,000 ― △4,100 ― △14.54

通期 125,000 27.8 △1,400 ― △3,100 ― △5,100 ― △18.09



(1） 経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績    

 当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格の高騰や物価の上昇により個人消費が低迷し景気の減速感が強ま

り、秋以降においては世界的な金融危機を背景に株価の下落や為替相場の急激な変動等により企業収益が落ち込み、

個人消費や雇用環境がさらに悪化するとともに、景気が急速に後退基調に転じました。海外におきましては、サブプ

ライムローン問題に端を発した金融市場の混乱が続くなか、世界金融危機が深刻度を増し戦後最大の世界同時不況の

様相を呈してまいりました。 

  当社グループの関連する自動車業界は、急激な円高や世界経済の著しい悪化を背景に、消費者心理の急速な冷え込

みによる自動車需要の落込みが一層強まり、国内外ともに新車販売台数は前年実績を下回り、世界規模での自動車市

場の縮小が顕著となりました。 

 このような市場環境のもと当社は、株式会社日立製作所（以下、「日立」という。）との強固な連携と株式会社ザ

ナヴィ・インフォマティクス（以下、「ザナヴィ」という。）との統合効果を迅速に実現するためのＢ.Ｎ.１（Be 

Number One）活動を推進してまいりました。また、急激な経営環境の変化に迅速に対応するために緊急事業基盤強化

委員会を立ち上げ、事業構造改革に向けた活動を展開してまいりました。 

 こうした経営環境下において、連結売上高につきましては、上半期は北米ＯＥＭ（相手先ブランドによる生産）市

場での販売不振はありましたものの、国内カーディーラー向けオプション市場におけるカーナビゲーションの販売を

中心に堅調さを維持しておりましたが、下半期は景気の急速な後退による全世界規模での車両買い控えにともなう国

内外自動車メーカーの減産影響、国内カーディーラー向けオプション市場における販売の落ち込み、国内外市販市場

での販売価格の低下、販売数量の減少等があり、1,815億54百万円と前期比26.4％の減収となりました。 

 損益面につきましては、かかる状況下で固定費の削減や設備投資の抑制等により販売費及び一般管理費の低減効果

はありましたものの、原材料価格の高騰、商品ミックスの変化及び車両減産にともなう在庫調整に起因する原価率の

悪化等により、124億49百万円の連結営業損失（前期は54億65百万円の連結営業利益）となりました。また、急激な

円高影響による大幅な為替差損の計上に加えて営業外収支が悪化したことにより、146億19百万円の連結経常損失

（前期は49億86百万円の連結経常利益）となりました。 

 特別損益につきましては、特許料算定見直しによる過年度特許料戻入益8億14百万円、クレーム対策費用戻入益4億

18百万円及びサービス費のメーカー負担額確定による費用回収2億80百万円等、特別利益23億72百万円を計上、事業

構造改革の一環としてグループ要員の適正化をはかるべく選択定年制度の充実をはかったこと等による費用22億57百

万円等、特別損失29億61百万円を計上いたしました。また、繰延税金資産の回収可能性を慎重に見直した結果、回収

が見込めない部分については取り崩しを行っております。その結果、199億87百万円の連結純損失（前期は13億78百

万円の連結純利益）となりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

  

  （自動車機器事業） 

 コア事業であるカーナビゲーション・カーオーディオ・カーマルチメディア機器等の自動車機器事業は、米州での

新規商権獲得による売上増及び上半期における国内カーディーラー向けオプション市場での販売増はありましたもの

の、金融危機に起因する世界的な景気の急速な後退等の影響を受けての自動車市場の大幅な縮小により、当該事業の

連結売上高は1,575億52百万円と前期比27.6%の減収となりました。 

 損益面につきましては、顧客からの厳しい価格要求による販売価格の低下及び車両減産にともなう在庫調整による

生産所要量の減少並びに高止まりした原材料価格等による原価率悪化等により、144億91百万円の連結営業損失（前

期は43億30百万円の連結営業利益）となりました。 

  

  （特機事業） 

 業務車両用ＡＶ機器、観光・路線バスでのオートガイドシステムやバスロケーションシステム、ＣＣＤカメラ等車

両周囲確認ＴＶシステム機器及びドライブレコーダー機器等の特機事業は、ドライバーの安全志向の高まりにより国

内市場でのＣＣＤカメラ機器の拡販に努めるとともに、米国・中国でのＯＥＭ顧客への販売も開始いたしました結

果、当該事業の連結売上高は89億82百万円と前期比2.9%の増収となりました。 

 損益面につきましては、増収効果及び原価率の改善等により、連結営業利益は17億72百万円と前期比139.7%の増益

となりました。 

  

１．経営成績



 （その他の事業） 

 その他の事業は、ＥＭＳ（Electronics Manufacturing Service ： 電子機器受託製造サービス）事業を米州及び

欧州を中心に展開しておりますが、車両生産の大幅減少にともない、自動車用メーター基板等の受注が減少したこと

により、当該事業の連結売上高は150億18百万円と前期比26.9%の減収となりました。 

 損益面につきましては、減収及び顧客からの厳しい価格要求等により連結営業利益は2億70百万円と前期比31.7%の

減益となりました。 

  

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

 （日本） 

 国内経済は、年初より続いた原油価格を中心とする原材料価格の高騰は夏場をピークに一服感がありましたが、金

融危機に起因する世界的な景気の後退の影響を受け、企業の設備投資の抑制、雇用機会の縮小、株安による保有資産

評価の目減り並びに為替相場の円高推移等により企業収益が悪化し、市場は急速に冷え込みました。特に当社グルー

プが関連する自動車業界における事業環境は深刻であり、比較的販売が堅調だった軽自動車でも買い控えが鮮明とな

るなど、国内における新車販売台数は28年ぶりの低水準となり、ピーク時の３分の２までに縮小いたしました。 

 業績につきましては、国内での自動車販売の低迷によるＯＥＭ市場及び市販市場向けの販売減並びに自動車輸出の

伸び悩みにより、連結売上高は1,059億91百万円と前期比29.8%の減収となりました。 

 損益面につきましては、販売費及び一般管理費の低減効果はありましたものの、車両減産にともなう販売減、市販

市場での販売価格の低下及び在庫調整に起因する操業度の悪化等により原価率が悪化した結果、連結営業損失は119

億87百万円（前期は41億65百万円の連結営業利益）となりました。 

  

 （米州） 

 米国経済は、個人消費の低迷に加え金融危機の影響を受けて、自動車ローンの審査基準が大幅に厳しくなったこと

を背景に、自動車市場の需要は急激に低迷しました。ビッグ３の新車販売台数は16年ぶりの低水準であり、通年のシ

ェアが50%割れとなっております。また、年々販売台数を伸長してきた日系自動車メーカーも、軒並み前年比割れと

なりました。 

 業績につきましては、一部ＯＥＭメーカーの新規商権獲得による売上増はありましたが、日系自動車メーカーの大

幅な車両減産影響及びＥＭＳの受注減等により、連結売上高は464億40百万円と前期比16.3%の減収となりました。 

 損益面につきましては、車両減産にともなう販売減及び顧客からの厳しい価格要求による販売価格の低下等によ

り、連結営業利益は12百万円と前期比98.8%の減益となりました。 

  

 （アジア・豪州） 

 設備投資及び個人消費の堅調さによって経済成長を支えてきた中国は、世界的な景気の後退の影響等により、輸出

の鈍化及び内需の陰りとともに、急成長を続けてきた自動車市場においても買い控え等の影響が出てきております。

 業績につきましては、右肩上がりに成長してきた自動車市場を背景に、順調に販売を伸ばしてきました中国国内の

ＯＥＭビジネスが買い控え等の影響により減少傾向にあります。また、台湾における長期にわたる自動車産業の低迷

もあり、連結売上高は124億61百万円と前期比3.8%の減収となりました。 

 損益面につきましては、固定費削減等の効果はありましたのの、原材料価格の高騰、中国での人件費等の高騰及び

受注減に起因する生産調整等による原価率の悪化により、74百万円の連結営業損失（前期は4億66百万円の連結営業

利益）となりました。 

 なお、中国・香港の連結子会社の前期会計年度は、暦年決算に変更したことにより９ヶ月決算となっております。

  

 （欧州） 

 世界的な景気後退並びに信用収縮と急激なユーロ安という金融危機の影響により欧州経済は混乱し、輸出及び個人

消費の低迷が雇用環境を悪化させております。この影響は西欧諸国に留まらず、東欧諸国にも波及しております。 

 業績につきましては、自動車市場の縮小にともなうＯＥＭ顧客への販売の減少、ＥＵ圏からロシア市場への輸出の

鈍化、市販市場での販売低迷等により、連結売上高は166億61百万円と前期比39.1%の減収となりました。 

 損益面につきましては、販売費及び一般管理費の削減効果等はありましたものの、大幅な販売減等の影響により2

億8百万円の連結営業損失（前期は1億47百万円の連結営業利益）となりました。 

  

 なお、上記所在地別セグメントの売上高は外部顧客に対するものであります。  



② 次期の見通し     

 次期の見通しにつきましては、昨年来の世界的な景気の後退による自動車販売の低迷は継続しており、回復するに

はまだ暫く時間がかかる見込みであります。しかし、燃費の良いハイブリッド車、環境に対応した電気自動車の販売

など将来に向けた潜在的な需要は増加することが期待されております。車載用機器製造及び販売事業への異業種から

の市場参入もあり、競争はますます激化していくことが想定されます。 

 このような状況下で、４月１日付で当社はザナヴィと合併し、新生クラリオンとしてスタートいたしました。 

Ｂ.Ｎ.１活動での統合シナジー効果を確実なものとしていくとともに、緊急事業基盤強化委員会による事業構造改革

に向けた取組みを強化しており、収益性のある企業体質に変換していく活動を推進してまいります。 

  

 通期の連結業績予想につきましては、以下の通りであります。 

 尚、為替レートにつきましては、1米ドル90円、1ユーロ120円を前提としております。 

  

   

(2） 財政状態に関する分析 

①  資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の資産につきましては、前連結会計年度末と比較して332億円減少し、1,176億41百万円となりま

した。これは売上減による受取手形及び売掛金の減少、たな卸資産の減少並びに繰延税金資産の取り崩し等によるも

のであります。 

 負債につきましては、当期純損失の計上等により運転資金調達のために有利子負債は増加しておりますが、売上減

にともなう在庫調整で仕入を抑制していることによる支払手形及び買掛金の減少等で、前連結会計年度末と比較して

102億9百万円減少いたしました。 

 純資産につきましては、当期純損失の計上及び円高による為替換算調整勘定の影響等により、91億35百万円となり

ました。その結果、自己資本比率は7.6%となり、前連結会計年度末と比較して13.6ポイント減少いたしました。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度におけるフリー・キャッシュ・フローにつきましては、129億72百万円の支出となり、その結果、

現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は90億39百万円（前連結会計年度末は125億63百万円の残高）となりま

した。 

 営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、売上債権の減少等による収入はありましたものの、税金等調

整前当期純損失の計上、仕入債務の減少等により、28億51百万円の支出（前連結会計年度は107億71百万円の収入）

となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、短期貸付金の回収等による収入はありましたものの、生産設

備等の有形固定資産の取得及びソフトウェア等の無形固定資産の取得等により101億21百万円の支出（前連結会計年

度は92億47百万円の支出）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、配当金の支払、短期借入金の減少等による支出はありました

ものの、長期借入金の増加により、100億14百万円の収入（前連結会計年度は10億61百万円の収入）となりました。 

  

  資金調達の概要 

 平成20年９月にシンジケート方式により、タームローン120億円を組成いたしました。 

 また、平成20年12月にシンジケート方式により、マルチカレンシー・コミットメントライン総額100億円を組成い

たしました。 

                         次期連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

     売上高          億円 1,680        前年度比                % △7.5

     営業利益              億円 1        前年度比                   % －

     経常利益              億円 △14          前年度比                   % －

     当期利益           億円 △31          前年度比                  % －



  

 キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

(3） 利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、収益力の向上により企業価値を高め、安定的かつ継続的な利益配分を実行することを基本方針として、連

結業績や財務状況等を総合的に勘案して決定することとしています。 

 当期の配当につきましては、「経営成績」に記載のとおり大幅な業績悪化に鑑み、誠に遺憾ではございますが無配

とさせていただきます。現在取り組んでおります事業構造改革に向けた活動の効果をより早く実現し、収益力のある

企業体質への転換をはかり復配をめざしていく所存でございます。 

  

(4） 事業等のリスク 

 当社グループの経営成績及び財務状況並びにキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のよう

なものがあります。 

① 経済状況について 

 当社グループは、車載用音響機器及び情報通信機器を中心にグローバルな事業展開を行っております。このため、

さまざまな市場における経済状況の影響を受けることになります。従いまして、日本、米州、欧州、アジア・豪州等

の主要市場での景気後退局面における需要の縮小、経済環境の急激な変化（為替影響・価格影響・会計制度の変更

等）は、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

② 為替の変動影響について 

 当社グループは、グロ－バルに生産及び販売する事業展開を実施しております。各地域における売上・費用・資産

等を含む現地通貨建ての諸項目は、財務諸表の作成のため円換算されております。換算時の為替レートにより、現地

通貨における価値に変化がない場合でも、円換算により影響を受ける可能性があります。 

 各通貨間における為替変動のバランスが急激に変化した場合には、当社グループの事業に悪影響を及ぼす可能性が

あります。 

 また、当社グループが生産を行う地域の通貨価値の上昇は、その地域における製造原価を押し上げる要素となり、

市場での価格競争力を低下させる可能性があり、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

③ 価格競争の激化について 

 当社グループが事業展開を行っている車載用音響機器及び情報通信機器業界は、国内外多数の競合メーカーが参入

し、価格競争が激しくなっております。 

 ＯＥＭ取引のお客さまであるカーメーカーはグローバルな調達を行っており、サプライヤー選定において重要な要

素である納入価格について、全世界レベルの厳しい競争となっております。また、お客さまの購買施策による価格低

減要求も厳しくなっており、想定を超えた納入価格の下落が生じた場合並びに国内外市販市場での著しい市場価格の

下落等が生じた場合、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

④ 主要顧客企業の業績依存について 

 当社グループの主たるお客さまは国内外のカーメーカー及び市販量販店であります。これらお客さまからの想定外

の値引き要請、お客さまサイドでの調達方針の変更に伴う取引高の縮小及び業績の不振は、結果として、当社グルー

プの売上高及び利益額（率）等を低下させる可能性があります。また、お客さまであるカーメーカーの車両販売がユ

ーザーの支持を得られず業績が低迷した場合、当社グループの提供しております製品等の売上高は、自動車需要の動

向に左右され、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

   平成17年３月期 平成18年３月期  平成19年３月期 平成20年３月期  平成21年３月期 

時価ベースの自己資本比率

         （％） 
     49.2      53.2      35.9      47.1      12.5

債務償還年数   （年）       5.2       3.7       4.7       4.0      － 

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ    （倍） 
       5.5       10.9      10.4       13.3      － 

有利子負債依存度 （％）       34.8       28.0       27.7      28.4      46.0



⑤ 新製品開発力及び開発資源について 

  当社グループは、お客さまのニ－ズを追求し、車載用音響機器及び情報通信機器等の魅力ある新製品を市場に供

給することにより売上高の拡大をはかっておりますが、新製品は技術進歩の速い先端技術に支えられており、その依

存度はますます高まっております。 

 当社グループの新製品開発において、雇用流動化の進展等の環境変化により、①優秀な開発要員の確保や育成が困

難となる可能性、②お客さまからの技術要求レベル及びスピード要求に対応できなくなる可能性、③将来保有すべき

要素技術の確保が困難になる可能性等のリスクがあります。これらにより、将来の成長性を低下させ、当社グループ

の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥ 製品の欠陥について 

  当社グループは、ISO/TS16949に基づく品質マネジメントシステムにより、品質管理の徹底及びサ－ビス体制の充

実をはかり、万全の注意を払って製品をお客さまへ提供させていただいております。しかし、将来において大規模な

リコールや製造物責任賠償（製造物責任については保険加入しておりますが、保険で賠償額をカバーできるという保

証はありません）につながるような製品の不具合が発生しないという保証はありません。 

 不測の状況が発生した場合には、多額のクレーム費用や当社の製品等の評価に重大な影響を与え、売上高の減少や

利益の縮小などにより、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑦ 当社ライセンス及び第三者ライセンスの利用について 

 当社グループは競合製品との差別化をはかるため、技術とノウハウの保有と蓄積に努めております。当社グループ

独自の技術とノウハウは、一部の地域において不完全で限定的にしか保護されない可能性があります。また、第三者

が当社グループの知的財産権を無断・無許可で使用して類似した製品を製造・販売することを未然に防止できない可

能性もあります。 

 一方、当社グループは他社の知的財産権を侵害することのないよう対策を実施しておりますが、他社の保有する知

的財産権を侵害していると判断される可能性があり、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 また、当社グループは従業員の発明に対して、改正特許法に基づいた発明考案等と取扱規程の改定を平成20年４月

１日に実施しましたが、報奨評価に対して発明者から訴訟提訴される可能性があります。  

  

⑧ グループ外からの部品等調達について 

  当社グループは、重要部品であるメカニズムは自社で製造しておりますが、半導体等の一部重要部品はグループ外

より調達しております。 

 供給元とは、安定的な供給が確保されるよう体制を整えておりますが、需要急増や予期せぬ災害等の発生により、

必要数量が必要とされる時期に納入されない可能性があります。その場合には、当社グループでの生産の混乱、物流

費用の増加、ひいては、お客さまへの供給の影響等が発生し、販売機会の損失等が発生する可能性が考えられます。

また、素材の高騰、為替相場の急変等により調達価格が上昇した場合、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を

及ぼす可能性があります。 

  

⑨ 海外進出に潜在するリスクについて 

  当社グループの海外市場への事業進出には、当該国の景気後退に伴う市場規模の縮小のほか、国及び地域における

政治的・経済的混乱、予期せぬ法規制の変更、戦争・テロ、通貨危機、自然災害・疾病蔓延等のリスクが内在してお

ります。 

  また、当社グループはグローバル生産戦略に基づき、海外に生産拠点を設けており、とりわけ中国での生産比率が

高まっておりますが、カントリーリスク等を考慮し、生産体制のコントロールは当社で実施しております。上記に掲

げた要因のほか、ストライキや治安悪化による不測の事態等により事業の遂行が中断された場合には、当社グループ

の業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑩ 退職給付債務について 

  当社及び国内連結子会社においては、確定給付制度を採用しております。従業員退職給付費用等については、勤続

年数、離職率、割引率、期待収益率等に基づいて算出されております。 

 しかしながら、割引率の低下及び資産運用利回りの低下等により、未認識の数理計算差異等が増加した場合、当社

グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



⑪ 固定資産の減損会計について 

 有形固定資産及びリース物件等においては、将来、技術革新等による設備の陳腐化や事業撤退による不要設備が発

生した場合、相当の減損による損失が発生する可能性があります。また、無形固定資産においては、主に自社利用の

ソフトウェアを利用見込期間(５年）に基づく定額法、また、販売目的利用のソフトウェアを利用見込期間(３年）に

基づく定額法で減価償却しておりますが、将来の利用見込期間が当初の利用見込期間を下回った場合には、相当の減

損による損失が発生する可能性があります。その場合には、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性

があります。 

  

⑫ 投資リスク、売上債権等の回収懸念及び偶発損失について 

 当社グループの将来事業拡大のための国内外への事業投資、研究開発投資等が実施された場合、それらは需要予測

に基づくため、実需要によっては、すべてが成功につながるものではありません。また、当社グループは、金銭債権

の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率により引当し、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討して引当を実施しております。 

 当社グループは事業展開する国及び地域において、輸出制限、関税等各種税制をはじめとするさまざまな法規制等

の適用を受けております。当社グル－プは法規制等を遵守しておりますが、これら規制に対して不測にも遵守してい

ないとされた場合には、コストの増加につながる可能性があります。これらの偶発損失は、当社グループの業績と財

務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑬ 災害や停電等による影響について  

 当社グループは、主要な設備に対して安全性確保等も含め、すべての生産設備及び開発設備等の定期的な災害防止

検査と法定点検等を実施しております。また、危機管理マニュアルを制定し、地震・自然災害・火災・海外安全体制

について対応策を周知徹底しております。 

 しかし、予期せぬ事故、地震・雷等自然災害、生産拠点における電力不足等のインフラ環境の変化により、事業活

動に支障をきたす可能性があり、事業活動が中断に至る事態となった場合には、当社グループの業績及び財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑭ 環境問題について 

 当社グループは、ISO14001に基づく環境マネジメントシステムの推進により、環境配慮型製品の開発や環境汚染物

質の削減、鉛フリーのはんだの採用、土壌汚染調査、アスベスト使用調査並びにリサイクル等によるゼロエミッショ

ンの推進、省エネルギー活動、グリーン購買の推進などサプライヤー教育等を含め環境保全活動に取り組んでおりま

す。 

 しかしながら、各国の法規制やお客さまの要求事項により、対象の規制物資や運用時期が異なっており、今後の各

国の法規制の強化や動向によって、当社グループの製品を構成している部品等に、新たに規制された環境負荷物質が

含有される可能性があります。このことにより、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

⑮ 個人情報保護について 

 当社グループは、国内における個人情報保護規程の制定、情報セキュリティ管理規程の制定を通じて、情報管理に

努めておりますが、コンピュータへのハッカー等の侵害等により、お客さまの個人情報漏洩がまったく起きない保証

はありません。万が一、情報漏洩が起きた場合には、お客さまに対する賠償責任が発生する可能性があります。その

場合には、信用及びブランドイメ－ジが低下することにより、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能

性があります。 

  

⑯ 財務制限条項について 

 当社グループの主要な借入金に係る金融機関との契約には、財務制限条項が付されています。これらに抵触した場

合には期限の利益を喪失する等、当社グループの財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、当連結会計年度末において、財務制限条項の一部に抵触致しましたが、事前に各金融機関の合意を得られ、

平成21年３月25日付で期限の利益喪失請求権を放棄する旨の報告書を受領しております。また、平成21年４月20日付

で各金融機関の合意を得て財務制限条項の内容を変更しておりますので、本資料提出日時点において、財務制限条項

に抵触している事実はございません。            

  



   当社グループは、当社、子会社25社及び関連会社１社より構成され、主な事業内容は自動車及び業務車両用の音響・

映像機器、並びにカーナビゲーション・運行管理システム等の生産・販売を行っております。 

 なお、主要な関係会社の位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

  

 （注）平成21年４月１日付で、クラリオン販売㈱はクラリオンセールスアンドマーケティング㈱に社名変更しておりま

す。  

  

２．企業集団の状況

  製品区分及び主要製品・商品 主要会社名 

自 
動 
車 
機 
器 
事 
業 

カーナビゲーション、カーオーディオ、 

カーマルチメディア機器、 

及びこれらの周辺機器 

  

ＣＤ／ＤＶＤ／ＨＤＤ対応カーナビゲーション 

ＡＶ一体型カーナビゲーション 

カセット／ＣＤ／ＭＤ／ＤＶＤ他デジタルメディア 

及びチューナー（ＡＭ・ＦＭ・ＴＶ等）対応 

カーオーディオ、モニター並びにスピーカー等 

カーコンピューティングシステム 

カセット／ＣＤ／ＤＶＤ 各種メカニズム 

マリンオーディオ 

クラリオン㈱ 

クラリオン販売㈱ （注） 

クラリオン製造プロテック㈱  

 ㈱ザナヴィ・インフォマティクス 

Clarion Corporation of America 

Electronica Clarion, S.A. de C.V. 

Clarion Europa GmbH 

Clarion (G.B.) Ltd. 

Clarion Europe S.A.S.  

Clarion Hungary Electronics Kft. 

Clarion (H.K.) Industries Co., Ltd. 

Dongguan Clarion Orient Electronics Co., Ltd. 

Clarion (Taiwan) Manufacturing Co., Ltd. 

Clarion Manufacturing Corporation of the Philippines 

特 
機 
事 
業 

業務車両用ＡＶ機器、 

運行管理システム、及びこれらの周辺機器 

路線バス用オートガイドシステム 

運行管理システム 

観光バス用ＡＶ等マルチシステム 

業務車両用カーナビゲーションシステム 

ＣＣＤカメラ等車両周囲確認ＴＶシステム機器 

拡声装置 

クラリオン㈱ 

クラリオン販売㈱   （注） 

Clarion Corporation of America 

Clraion Europa GmbH 

そ 
の 
他 
の 
事 
業 

通信機器、その他 

ＳＳ無線機器 

携帯電話 

ＥＭＳ事業 

その他 

クラリオン㈱ 

クラリオン販売㈱    （注） 

 クラリオン製造プロテック㈱  

クラリオンアソシエ㈱  

クラリオンモバイルコム㈱  

Electronica Clarion, S.A. de C.V. 

Clarion Hungary Electronics Kft. 



 事業系統図によって示すと、おおむね次のとおりとなります。 

  

  



(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは、「音と情報と人間のより良きつながりを追求し、価値ある商品を生みだすことにより、豊かな社

会づくりに寄与する」ことを基本理念として活動しております。 

 しかしながら、昨年来の世界的な景気の後退により、車両販売台数が大幅に減少するなど、当社を取巻く経営環境

は厳しさを増しております。このような状況のなかで、当社グループは、すべての企業活動を収益とキャッシュ・フ

ローの視点で見直し、過去の事例やしがらみにとらわれず、自らの意思と知恵で世の中に必要とされる商品とビジネ

スを創造して価値ある企業として存続していくことをめざしてまいります。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社グループは、企業価値を増大していくために連結経営を重視し、連結収益力の向上と連結キャッシュ・フロー

経営を推進してまいります。また、収益性をともなった売上を確保していくことが重要と考えており、平成24年３月

期において連結売上高1,880億円、連結営業利益率５%以上を目標として取り組んでまいります。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、市場環境の変化、技術革新等、経営環境の変化に即応できる体質を作り上げるとともに、売上規

模に応じた事業ポートフォリオへの構造改革を推進し、資本効率を高めた経営に取り組んでまいります。  

  

 中期のグループ経営方針として下記の重点政策課題を掲げております。 

  

① 品質向上 

 商品の企画段階からの品質向上施策の実行とグループ品質マネジメントシステムの構築により、お客様満足と信

頼の確保を実現してまいります。 

  

② 営業・マーケティング戦略 

 収益性をともなう売上の確保、商権の維持および拡大をめざしてまいります。また、情報センターと車載端末機

器の連携など、サービスコンテンツとハードを含めたソリューションを実現するためにｅＮＡＶＩ（統合プラット

フォーム開発によるＡＶナビゲーション）、ClarionＭｉＮＤ（Mobile Internet Navigation Device）、車載用カ

メラ等の市場変化とニーズを先取りしたクラリオン独自の商品を導入してまいります。 

  

③ ブランド戦略 

 Clarion Ｈ.Ｍ.Ｉ(Human Mobile Music Media Interface)をブランドスローガンとして、ブランド価値の向上活

動を推進してまいります。 

  

④ 技術開発戦略 

 グループ開発体制、開発環境の再編成により標準化を推進して開発効率30%の向上を実現するとともに、ＩＴＳ

（Intelligent Transport Systems）統合制御等の安心領域での中核技術の確立により、技術競争力を強化してまい

ります。 

  

⑤ 原価造成 

 グローバルな購買体制の構築及びＶＥＣ（Value Engineering for Customers）活動の推進により、原材料及び購

入品のコスト低減を推進してまいります。また、カーナビゲーションの海外生産シフトにより生産コストの削減を

はかってまいります。 

  

⑥ グループ組織力強化 

 ザナヴィ合併後の組織機能、プロセス統合シナジーを追及するとともに、全社プロセス改革によりグループ業務

のスピードと品質を重視した活動を強化してまいります。 

  

⑦ ＣＳＲの徹底 

 企業理念とコンプライアンス意識向上活動を推進して、企業倫理の深化をはかるとともに内部統制システムの品

質向上をはかってまいります。  

  

３．経営方針



 当社グループでは、平成21年４月～平成23年３月の２年間を、規模が縮小しても利益を生み出す体質への『地な

らし』時期と位置づけ、『出直し』に向けた構造改革を不退転の『覚悟』をもって取り組んでまいります。現在、緊

急事業基盤強化委員会を立ち上げており、売上規模に見合った企業規模、固定費構造の実現に向けて、事業構造改革

施策を展開しており、固定費削減については効果がでてきておりますが、その活動を今後とも強化、加速してまいり

ます。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループが属する車載情報機器業界におきましては、昨年からの世界的規模での自動車需要の激減により、

各自動車メーカーが急激な減産、在庫調整を実施した影響により、カーナビゲーションを中心とする車載用機器の

売上は大幅に減少いたしました。当社グループではこのような環境の激変に対応し生き残っていくために、平成20

年11月に緊急事業基盤強化委員会を立ち上げ、売上規模に見合った固定費構造に向けての削減施策の展開、ⅤＥＣ

活動による企画段階からの原価造成力の強化、戦略的に強化すべきビジネスへの経営リソースの集中などの構造改

革による経営基盤強化を実施してまいりました。人件費を含めた固定費削減につきましては、既に展開を実施して

おり、その削減効果はあらわれてきております。また急速に進む技術革新に対応して他社との差別化をはかるため

に、開発費の増大は避けられない状況でありますが、ザナヴィを取り込んだ新生クラリオンの技術開発のなかでプ

ラットフォーム統一、技術インフラ統合を通じて、技術開発効率の30%以上の向上を実現してまいります。また、国

内生産拠点を平成22年12月までに福島県郡山市に集約してまいりますが、前倒しして実施することにより、生産効

率化、生産コストの削減を早めていく予定でおります。 

 世界的な自動車販売台数の回復にはまだ時間がかかると予測しておりますが、燃費性能の良いハイブリッド車、

環境に対応した電気自動車など将来に向けた潜在的な需要は高まっております。カーエレクトロニクス業界におい

ては、安心、安全、ソリューション及び環境がキーワードになってくると想定されますが、今後の当社の主力アイ

テムとなるｅＮＡＶＩ、ClarionＭｉＮＤ、カメラ等の製品ラインナップはまさしくその延長線上にあります。当社

を取巻く環境は依然厳しい状況でありますが、投資を含めた経営リソースの最適配分をはかり、安全、安心、快適

のコンセプトを、当社と日立との技術融合のなかで実現し、価値ある企業への変革をはかってまいります。 

  

(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。  

  



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,608 9,386

受取手形及び売掛金 48,227 ※4  25,382

短期貸付金 1,806 1,528

たな卸資産 27,133 －

商品及び製品 － 14,396

仕掛品 － 1,731

原材料及び貯蔵品 － 8,985

繰延税金資産 3,699 2,003

未収入金 － 1,775

その他 3,227 1,774

貸倒引当金 △488 △403

流動資産合計 96,215 66,561

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 ※2  20,812 ※2  18,821

減価償却累計額 △11,299 △9,385

建物及び構築物（純額） 9,513 9,435

機械装置及び運搬具 16,518 15,477

減価償却累計額 △12,369 △11,300

機械装置及び運搬具（純額） 4,149 4,176

工具、器具及び備品 ※2  32,100 ※2  28,826

減価償却累計額 △28,720 △25,933

工具、器具及び備品（純額） 3,380 2,892

土地 ※2, ※3  9,370 ※2, ※3  9,177

リース資産 － 845

減価償却累計額 － △209

リース資産（純額） － 635

建設仮勘定 1,155 897

有形固定資産合計 27,568 27,215

無形固定資産   

のれん 8,358 7,345

ソフトウエア 9,651 10,480

その他 322 363

無形固定資産合計 18,332 18,189

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  2,344 ※1  2,259

長期前払費用 － 1,425

繰延税金資産 3,352 560

その他 3,123 1,469

貸倒引当金 △95 △41

投資その他の資産合計 8,724 5,674

固定資産合計 54,625 51,079

資産合計 150,841 117,641



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 38,729 22,786

短期借入金 ※2  23,376 ※2  21,085

リース債務 － 388

未払金 － 7,288

未払法人税等 1,310 698

未払費用 10,701 7,224

賞与引当金 1,590 1,322

製品保証引当金 2,288 1,175

その他 6,768 793

流動負債合計 84,763 62,761

固定負債   

長期借入金 ※2  19,462 ※2  32,410

再評価に係る繰延税金負債 644 644

リース債務 － 276

繰延税金負債 60 17

退職給付引当金 10,562 9,226

役員退職慰労引当金 430 288

製品保証引当金 1,010 747

その他 1,781 2,132

固定負債合計 33,952 45,744

負債合計 118,716 108,506

純資産の部   

株主資本   

資本金 26,100 26,100

資本剰余金 2,669 2,669

利益剰余金 8,379 △12,141

自己株式 △94 △117

株主資本合計 37,054 16,510

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 132 △134

繰延ヘッジ損益 △6 △5

土地再評価差額金 813 812

為替換算調整勘定 △6,071 △8,224

評価・換算差額等合計 △5,132 △7,552

少数株主持分 202 176

純資産合計 32,125 9,135

負債純資産合計 150,841 117,641



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 246,806 181,554

売上原価 205,058 161,649

売上総利益 41,747 19,904

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  36,281 ※1, ※2  32,354

営業利益又は営業損失（△） 5,465 △12,449

営業外収益   

受取利息 293 157

受取配当金 30 37

金型売却益 － 212

持分法による投資利益 102 189

為替差益 394 －

その他 452 459

営業外収益合計 1,272 1,056

営業外費用   

支払利息 795 589

特許関連費用 176 429

為替差損 － 1,434

割増退職金 － 343

その他 780 429

営業外費用合計 1,752 3,226

経常利益又は経常損失（△） 4,986 △14,619

特別利益   

固定資産売却益 ※3  358 ※3  39

投資有価証券売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 431 －

過年度特許料戻入益 305 814

クレーム対策費用戻入益 － 418

サービス費メーカー負担確定額 － 280

海外関税等未払金戻入益 － 256

環境対策費用戻入益 － 247

その他 523 316

特別利益合計 1,618 2,372



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 ※4  442 ※4  2

固定資産除却損 ※5  171 ※5  91

事業構造改善費用 － ※7  2,257

減損損失 ※6  364 ※6  12

投資有価証券評価損 296 193

退職特別加算金 31 －

役員退職慰労引当金繰入額 307 －

製品保証引当金繰入額 303 －

その他 387 404

特別損失合計 2,306 2,961

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

4,298 △15,208

法人税、住民税及び事業税 1,777 325

法人税等調整額 1,126 4,450

法人税等合計 2,903 4,776

少数株主利益 17 2

当期純利益又は当期純損失（△） 1,378 △19,987



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 26,100 26,100

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 26,100 26,100

資本剰余金   

前期末残高 2,669 2,669

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,669 2,669

利益剰余金   

前期末残高 7,349 8,379

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － ※  31

当期変動額   

剰余金の配当 △564 △564

当期純損失（△） 1,378 △19,987

土地再評価差額金の取崩 216 0

当期変動額合計 1,029 △20,551

当期末残高 8,379 △12,141

自己株式   

前期末残高 △83 △94

当期変動額   

自己株式の取得 △10 △23

当期変動額合計 △10 △23

当期末残高 △94 △117

株主資本合計   

前期末残高 36,035 37,054

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 31

当期変動額   

剰余金の配当 △564 △564

当期純損失（△） 1,378 △19,987

土地再評価差額金の取崩 216 0

自己株式の取得 △10 △23

当期変動額合計 1,019 △20,575

当期末残高 37,054 16,510



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 622 132

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △489 △267

当期変動額合計 △489 △267

当期末残高 132 △134

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 7 △6

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △13 0

当期変動額合計 △13 0

当期末残高 △6 △5

土地再評価差額金   

前期末残高 1,029 813

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △216 △0

当期変動額合計 △216 △0

当期末残高 813 812

為替換算調整勘定   

前期末残高 △3,666 △6,071

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,404 △2,153

当期変動額合計 △2,404 △2,153

当期末残高 △6,071 △8,224

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △2,007 △5,132

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,124 △2,419

当期変動額合計 △3,124 △2,419

当期末残高 △5,132 △7,552

少数株主持分   

前期末残高 203 202

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 △26

当期変動額合計 △0 △26

当期末残高 202 176



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 34,231 32,125

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 31

当期変動額   

剰余金の配当 △564 △564

当期純損失（△） 1,378 △19,987

土地再評価差額金の取崩 216 0

自己株式の取得 △10 △23

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,125 △2,446

当期変動額合計 △2,106 △23,021

当期末残高 32,125 9,135



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

4,298 △15,208

減価償却費 6,364 7,812

のれん償却額 940 1,001

持分法による投資損益（△は益） △102 △189

投資有価証券評価損益（△は益） 296 193

投資有価証券売却益 △0 －

投資有価証券売却損 5 27

貸倒引当金の増減額（△は減少） △808 △108

退職給付引当金の増減額（△は減少） △756 △1,325

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 362 △141

製品保証引当金の増減額（△は減少） 318 △1,205

受取利息及び受取配当金 △323 △194

支払利息 795 589

為替差損益（△は益） 17 △48

固定資産売却益 △358 △39

固定資産売却損 442 2

固定資産除却損 171 91

減損損失 364 12

事業構造改善費用 － 2,257

売上債権の増減額（△は増加） △5,100 20,483

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,090 505

仕入債務の増減額（△は減少） 2,101 △13,254

その他 2,129 △2,934

小計 12,248 △1,673

利息及び配当金の受取額 384 244

利息の支払額 △811 △591

法人税等の支払額 △1,049 △830

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,771 △2,851

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △391

定期預金の払戻による収入 7 41

有形固定資産の取得による支出 △6,855 △5,796

有形固定資産の売却による収入 1,482 117

無形固定資産の取得による支出 △3,938 △4,030

無形固定資産の売却による収入 17 －

投資有価証券の取得による支出 △22 △594

投資有価証券の売却による収入 27 212

貸付けによる支出 △9 △1,532

貸付金の回収による収入 43 1,815

その他 △0 36

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,247 △10,121



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,117 △3,952

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △202

長期借入れによる収入 7,000 32,000

長期借入金の返済による支出 △3,246 △17,242

自己株式の取得による支出 △10 △23

配当金の支払額 △564 △564

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,061 10,014

現金及び現金同等物に係る換算差額 △713 △566

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,871 △3,524

現金及び現金同等物の期首残高 10,691 ※  12,563

現金及び現金同等物の期末残高 ※  12,563 ※  9,039



 該当事項はありません。 

  

  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数は、27社でありま

す。  

 連結子会社名は「第１ 企業の概況

 ４．関係会社の状況」に記載してい

るため省略いたしました。 

 （除外) ２社 

 前連結会計年度において、連結子会

社でありましたクラリオンエンジニア

リング㈱、クラリオンシステムハウス

㈱は清算が完了したため、連結の範囲

から除いております。 

 なお、平成19年４月１日付で、クラ

リオン・エム・アンド・エル㈱はクラ

リオン製造プロテック㈱に、クラリオ

ン移動体通信販売㈱はクラリオンモバ

イルコム㈱に社名変更いたしました。 

(1) 連結子会社の数は、24社でありま

す。 

 連結子会社名は「第１ 企業の概況

４．関係会社の状況」に記載している

ため省略いたしました。 

 （除外) ３社 

 前連結会計年度において、連結子会

社でありましたクラリオンファイナン

ス㈱は当社に吸収合併しております。

また、Clarion Orient Co., Ltd、   

Clarion Asia Pte. Ltd.は清算が完了

したため、連結の範囲から除いており

ます。 

 なお、平成21年４月１日付で、クラ

リオン販売㈱はクラリオンセールスア

ンドマーケティング㈱に社名変更いた

しました。 

  (2)                        

  

(2) 主要な非連結子会社の名称等     

 非連結子会社は Siam CM           

Electronics Co., Ltd.１社でありま

す。 

  

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社１社は、資産、売上

高、利益、利益剰余金の各々の基準値

が、いずれも重要性が極めて乏しく、

全体としても連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため、連結の範囲

から除外しております。   

２．持分法の適用に関する事

項 

  

(1)                 

  

(1) 持分法適用の非連結子会社の数は、

１社で、Siam CM Electronics Co., 

Ltd.であります。 

(2) 持分法適用の関連会社 

 持分法適用の関連会社の数は、３社

で、Clarion (Malaysia) Sdn., Bhd.、 

㈱エイチ・シー・エックス、Siam CM 

Electronics Co., Ltd.であります。 

(2) 持分法適用の関連会社 

 持分法適用の関連会社の数は、１社

で、Clarion (Malaysia) Sdn., Bhd.で

あります。 

 なお、㈱エイチ・シー・エックスは

清算が完了したため、持分法適用の範

囲から除いております。 

 また、Siam CM Electronics Co., Lt

d.は出資比率が変更となったことによ

り持分法適用の関連会社から持分法適

用の非連結子会社となっております。  



  

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、Electronica 

Clarion, S.A. de C.V.、Ultra 

Industrial S.A. de C.V.、Clarion do 

Brasil Ltda.、Clarion (H.K.) 

Industries Co., Ltd、Dongguan Clarion 

Orient Electronics Co., Ltd.、Xiamen 

Clarion Electrical Enterprise Co., 

Ltd.、Clarion Orient Co., Ltd.の決算

日は12月31日であります。連結財務諸表

の作成にあたっては同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

 なお、Clarion (H.K.) Industries 

Co., Ltd、Dongguan Clarion Orient 

Electronics Co., Ltd.、Xiamen Clarion 

Electrical Enterprise Co., Ltd.、

Clarion Orient Co., Ltdの４社につきま

しては、決算期変更により決算日を３月

31日から12日31日に変更したため、当連

結会計年度における月数は９ヶ月になっ

ております。 

 連結子会社のうち、Electronica 

Clarion, S.A. de C.V.、Ultra 

Industrial S.A. de C.V.、Clarion do 

Brasil Ltda.、Clarion (H.K.) 

Industries Co., Ltd、Dongguan Clarion 

Orient Electronics Co., Ltd.、Xiamen 

Clarion Electrical Enterprise Co., 

Ltd.の決算日は12月31日であります。連

結財務諸表の作成にあたっては同日現在

の財務諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

   

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

    

① 有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 時価法 同左 

③ たな卸資産 商品、製品、原材料及び仕掛品 

   当社及び国内連結子会社は主として

総平均法による原価法 

 但し、一部の国内連結子会社は移動

平均法による低価法 

 在外連結子会社は主として先入先出

法による低価法 

商品、製品、原材料及び仕掛品 

   当社及び国内連結子会社は主として

総平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定） 

 在外連結子会社は主として先入先出

法による低価法 



  

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  貯蔵品 

 主として最終仕入原価法 

貯蔵品 

 主として最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）  

（会計方針の変更） 

 当連結会計年度より、「棚卸資産の評価

に関する会計基準」(企業会計基準第９号

平成18年７月５日公表分)を適用しており

ます。これにより、営業損失及び経常損失

はそれぞれ175百万円増加しており、税金

等調整前当期純損失は254百万円増加して

おります。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

    

① 有形固定資産(リー

ス資産を除く) 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法

に規定する耐用年数に基づく定率法を採

用しております。 

 但し、当社及び一部の国内連結子会社

は、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）について定額法を

採用しております。また、当社は、工

具、器具及び備品の一部（金型）につい

ては定額法を採用し、一部の国内連結子

会社は、定率法を採用しております。 

 在外連結子会社は、所在地国の会計原則

に基づく定額法によっております。 

（会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、当連結会計年度より、平

成19年４月１日以降に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しております。 

  これにより営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、それぞれ134百

万円減少しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法

に規定する耐用年数に基づく定率法を採

用しております。 

 但し、当社及び一部の国内連結子会社

は、平成10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）、工具、器具及び

備品の一部（金型）については定額法を

採用しております。 

 在外連結子会社は、定額法によっており

ます。 

  

  

（会計方針の変更） 

 一部の国内連結子会社は、工具、器具

及び備品（金型）について定率法を採用

しておりましたが、金型の実際の使用状

況を精査した結果、定額法の方がより経

済実態を表わすことになると判断し、定

額法による償却方法に変更しておりま

す。                 

 これにより営業損失、経常損失及び税

金等調整前当期純損失は、それぞれ127百

万円減少しております。     

  なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 



  

  

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

   （追加情報） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、平成19年３月31日以前に

取得した有形固定資産については、改正

前の法人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償却費

に含めて計上しております。 

  これにより営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益はそれぞれ90百万

円減少しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

 （追加情報） 

 当社及び国内連結子会社は、機械装置

について、従来、耐用年数を11年として

おりましたが、法人税法の改正を契機

に、通常の使用状況における耐用年数を

見直しました結果、法人税法改正後の７

年が相応であると判断し、当連結会計年

度より新耐用年数を使用し減価償却費を

計上しております。 

 これにより営業損失、経常損失及び税

金等調整前当期純損失は、それぞれ99百

万円増加しております。  

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。    

② 無形固定資産（リー

ス資産を除く） 

  当社及び国内連結子会社は、法人税法

に規定する耐用年数に基づく定額法を採

用しております。但し、自社利用のソフ

トウェアについては、利用見込期間（５

年）に基づく定額法、販売目的のソフト

ウェアについては、販売見込期間（３

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。在外連結子会社は、所在地国の会計

原則に基づく定額法によっております。 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法

に規定する耐用年数に基づく定額法を採

用しております。但し、自社利用のソフ

トウェアについては、利用見込期間（５

年）に基づく定額法、販売目的のソフト

ウェアについては、販売見込期間（３

年）に基づく定額法を採用しておりま

す。在外連結子会社は、定額法によって

おります。 

③  リース資産                          

  

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。  



  

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準     

① 貸倒引当金  主として金銭債権の貸倒れによる損失

に備えて、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

同左 

② 賞与引当金  主として従業員の賞与の支給に備え

て、支給見込額のうち当連結会計年度に

負担すべき額を計上しております。 

同左 

③ 退職給付引当金  当社及び国内連結子会社は従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計上し

ております。 

 国内連結子会社１社の会計基準変更時

差異（143百万円）については10年で費用

処理しております。   

 また、数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（７～15

年）による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理しており、過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（13年）で均等償却しており

ます。 

 一部の在外連結子会社は所在地国の会

計原則に基づく必要額を計上しておりま

す。 

 主として従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

 国内連結子会社１社の会計基準変更時

差異（143百万円）については10年で費用

処理しております。   

 また、当社及び国内連結子会社の数理

計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（７～15年）による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理しており、

過去勤務債務は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（13

年）で均等償却しております。 

   

  

  

   （会計方針の変更）  

 当社及び国内連結子会社は「「退職給

付に係る会計基準」の一部改正（その

３）」（企業会計基準第19号 平成20年

７月31日）が平成21年３月31日以前に開

始する連結会計年度に係る財務諸表から

適用できることになったことに伴い、当

連結会計年度から同会計基準を適用して

おります。 

 数理計算上の差異を翌連結会計年度か

ら償却するため、これによる営業損失、

経常損失及び税金等調整前当期純損失に

与える影響はございません。また、本会

計基準の適用に伴い発生する退職給付債

務の差額の未処理残高は365百万円であり

ます。 



  

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 ④ 製品保証引当金   当社及び一部の国内連結子会社は、製

品のアフターサービスの費用支出に備え

るため、保証期間内のサービス費用見込

額を、過去の実績を基礎として計上して

おります。 

 一部の在外連結子会社は、所在地国の

会計原則に基づく必要額を計上しており

ます。  

 （会計方針の変更） 

 当社は、製品販売後の保証期間に生じ

るサービス費用については、従来サービ

ス作業等の発生時に費用として計上して

おりましたが、サービス費データの整備

がなされてきたことから、親会社である

株式会社日立製作所との会計方針の統一

を目的とし、当連結会計年度より製品保

証引当金として計上する方法に変更しま

した。 

  この結果、従来と同一の方法を採用し

た場合と比べ、営業利益及び経常利益

は、それぞれ58百万円減少し、税金等調

整前当期純利益は、361百万円減少してお

ります。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

 主として製品のアフターサービスの費

用支出に備えるため、保証期間内のサー

ビス費用見込額を、過去の実績を基礎と

して計上しております。        

  

⑤ 役員退職慰労引当金  当社及び一部の国内連結子会社は、役

員の退職慰労金の支出に備えるため、役

員退職慰労金規程に基づく当連結会計年

度末要支給額（執行役員分を含む）を計

上しております。 

 （会計方針の変更） 

 当社は、役員の退職慰労金について

は、従来支給時の費用として処理してお

りましたが、「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号）の適用によ

り、役員に係る報酬等全般について引当

金の計上も含め費用処理が必要とされた

こと及び「租税特別措置法上の準備金及

び特別法上の引当金又は準備金並びに役

員退職慰労引当金等に関する監査上の取

扱い」（日本公認会計士協会監査・保証

実務委員会報告第42号 平成19年４月13

日）の公表に伴い、当連結会計年度より

役員退職慰労引当金として計上する方法

に変更いたしました。 

 当社は、役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程に基づく

連結会計年度末要支給額（執行役員分を

含む）を計上しておりましたが、平成20

年６月25日開催の定時株主総会におい

て、役員退職慰労金制度廃止に伴い当総

会終結時までの在任期間に対する要支給

額を上限とする役員退職慰労金の打切り

支給が承認可決され、その具体的金額、

方法等は、取締役につきましては取締役

会に、監査役につきましては監査役の協

議に一任いただいております。このた

め、打切り支給承認に基づく要支給額を

計上しております。 

  



  

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

   この結果、従来と同一の方法を採用し

た場合と比べ、営業利益及び経常利益

は、それぞれ89百万円減少し、税金等調

整前当期純利益は、367百万円減少してお

ります。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

  

  

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（以下、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引という）について

は、当社及び国内連結子会社において、

賃貸借取引に準じた方法で会計処理をし

ております。 

                        

  

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ会計の方法 

同左 

  ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 為替予約取引 

・ヘッジ対象 外貨建予定取引 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ヘッジ方針 

 通常業務を遂行する上で、外貨建金銭

債権債務の為替変動リスクを軽減する目

的で取引予定額に基づき為替予約取引を

使用しております。 

ヘッジ方針 

         同左 

  ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段（為替予約）

との関係が直接的であるためヘッジの有

効性の評価を省略しております。 

ヘッジの有効性評価の方法 

                 同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

    

消費税等の会計処理

方法 

 税抜方式を採用しております。 同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６. のれん及び負ののれんの

償却に関する事項  

  中米子会社ののれんは、20年間で均等

償却しております。㈱ザナヴィ・インフ

ォマティクスののれんは、10年間で均等

償却しております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期が到来し、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投資からな

っております。 

同左 

          

 ８. 連結納税制度の適用に

関する事項 

  当社は連結納税制度を適用しておりま

す。 

同左 



  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結財務諸表作成におけ

る在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱いの

適用 

              当連結会計年度より、「連結財務諸表

作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い」（実務対応報告第18

号 平成18年５月17日）を適用し、連結

決算上必要な修正を行っております。 

 これにより、営業損失は4百万円、経常

損失は9百万円、税金等調整前当期純損失

は47百万円、当期純損失は126百万円それ

ぞれ増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。  

２．リース取引に関する会計

基準 

              当社及び国内連結子会社は、所有権移

転外ファイナンス・リース取引について

は、従来、賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっておりましたが、当連

結会計年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号 （平成

５年６月17日 （企業会計審議会第一部

会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平

成６年度１月18日（日本公認会計士協会 

会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっておりま

す。これによる当連結会計年度の営業損

失、経常損失及び税金等調整前当期純損

失に与える影響はございません。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、引き続き通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。  



  

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（連結貸借対照表） （連結貸借対照表） 

１． 前連結会計年度において、流動資産の「その他」

に含めて表示しておりました「短期貸付金」は、重

要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記し

ております。なお、前連結会計年度における「短期

貸付金」は、3百万円であります。 

２． 前連結会計年度において、投資その他の資産に区

分掲記しておりました「長期貸付金」は重要性が乏

しくなったため、当連結会計年度より投資その他の

資産の「その他」に含めて表示しております。な

お、当連結会計年度における「長期貸付金」は、9百

万円であります。  

  

              

１． 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７

日 内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前

連結会計年度において、「たな卸資産」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「商品及び

製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記

しております。なお、前連結会計年度の「たな卸資

産」に含まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材

料及び貯蔵品」は、それぞれ15,496百万円、2,043百

万円、9,593百万円であります。 

２． 前連結会計年度において、流動資産の「その他」

に含めて表示しておりました「未収入金」は、重要

性が増したため、当連結会計年度より区分掲記して

おります。なお、前連結会計年度における「未収入

金」は、1,531百万円であります。 

３． 前連結会計年度において、投資その他の資産の

「その他」に含めて表示しておりました「長期前払

費用」は重要性が増したため、当連結会計年度より

区分掲記しております。なお、前連結会計年度にお

ける「長期前払費用」は、1,528百万円であります。

４． 前連結会計年度において、流動負債の「その他」

に含めて表示しておりました「未払金」は、重要性

が増したため、当連結会計年度より区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度における「未払金」

は、5,767百万円であります。 

（連結損益計算書） 

１． 前連結会計年度において、営業外費用の「その

他」に含めて表示しておりました「割増退職金」は

重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記

しております。なお、前連結会計年度における「割

増退職金」は、38百万円であります。  



  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日現在） 

※１  投資有価証券には関連会社株式689百万円が含ま

れております。 

※１  投資有価証券には非連結子会社及び関連会社株

式840百万円が含まれております。 

※２ 担保資産 

 資産のうち、借入金等の担保に供しているもの

は次のとおりであります。 

※２ 担保資産 

 資産のうち、借入金等の担保に供しているもの

は次のとおりであります。 

担保提供資産 担保提供資産 

建物及び構築物      498百万円

工具、器具及び備品 29 

土地           109 

合計  637

建物及び構築物         456百万円

工具、器具及び備品  14 

土地  107 

合計  578

担保提供資産に対応する債務 担保提供資産に対応する債務 

短期借入金 42百万円

長期借入金           462 

合計  505

短期借入金   43百万円

長期借入金  410 

合計  453

※３  土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき事業用土地の再評価を

行い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係

る繰延税金負債」として負債の部に計上し、「再

評価差額金」を純資産の部に計上しております。 

※３  土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日

公布法律第34号）に基づき事業用土地の再評価を

行い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係

る繰延税金負債」として負債の部に計上し、「再

評価差額金」を純資産の部に計上しております。 

再評価方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年

３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定め

る「当該事業用土地の近隣の地価公示法第６条

に規定する標準地について同条の規定により公

示された価格に合理的な調整を行って算定する

方法」、同条第４号に定める「当該事業用土地

について地価税法第16条に規定する地価税の課

税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定す

るために国税庁長官が定めて公表した方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算定す

る方法」及び同条第５号に定める「不動産鑑定

士又は不動産鑑定士補による鑑定評価」によっ

ております。 

再評価方法 

 土地の再評価に関する法律施行令（平成10年

３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定め

る「当該事業用土地の近隣の地価公示法第６条

に規定する標準地について同条の規定により公

示された価格に合理的な調整を行って算定する

方法」、同条第４号に定める「当該事業用土地

について地価税法第16条に規定する地価税の課

税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定す

るために国税庁長官が定めて公表した方法によ

り算定した価額に合理的な調整を行って算定す

る方法」及び同条第５号に定める「不動産鑑定

士又は不動産鑑定士補による鑑定評価」によっ

ております。 

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

△1,062百万円

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

  △1,057 百万円

                    ※４ 受取手形割引高           227百万円 



  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

給料手当  9,971百万円

賞与引当金繰入額 578 

退職給付費用 562 

荷造運賃  4,157 

役員退職慰労引当金繰入額 107  

給料手当       9,631百万円

賞与引当金繰入額  598 

退職給付費用  564 

荷造運賃       3,479 

役員退職慰労引当金繰入額  33 

※２  一般管理費に含まれる研究開発費は 2,255百万

円であります。 

 なお、研究開発費には賞与引当金繰入額4百万

円、退職給付費用5百万円、減価償却費20百万円が

含まれております。 

※２  一般管理費に含まれる研究開発費は 1,596百万

円であります。 

 なお、研究開発費には賞与引当金繰入額4百万

円、退職給付費用3百万円、減価償却費12百万円が

含まれております。 

※３ この内訳は次のとおりであります。 ※３ この内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物       296百万円

機械装置及び運搬具 23      

工具、器具及び備品   23      

土地  15      

建物及び構築物         7百万円

機械装置及び運搬具 11    

工具、器具及び備品 10      

土地  9      

※４ この内訳は次のとおりであります。 ※４ この内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物       30百万円

機械装置及び運搬具 41      

工具、器具及び備品   0 

土地   370 

機械装置及び運搬具      0百万円

工具、器具及び備品  1 

※５ この内訳は次のとおりであります。 ※５ この内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 25百万円

機械装置及び運搬具 65 

工具、器具及び備品  70 

無形固定資産  9 

建物及び構築物   26百万円

機械装置及び運搬具  15 

工具、器具及び備品  47 

無形固定資産  1 



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※６   当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上いたしま

した。 

 当社及び国内子会社はグルーピングの単位である

各事業部門においては減損の兆候がありませんでし

たが、共用資産であるその他の共用物件について

は、地価等が大幅に下落したことにより帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（59百万円）として特別損失に計上いたしました。

その内訳は、建物31百万円及び土地27百万円であり

ます。 

 在外連結子会社は、事業用の土地の地価が大幅に

下落したことにより、所在地国における会計基準に

基づき、帳簿価格を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（305百万円）として特別損失に計

上いたしました。 

 なお、回収可能価額は鑑定価額によっておりま

す。  

場所 用途 種類

 岩手県二戸郡他 その他 建物等

 Germany・Moerfelden 事業用 土地

※６   当連結会計年度において、当社グループは以下

の資産グループについて減損損失を計上いたしま

した。 

 当社及び国内子会社はグルーピングの単位である

各事業部門においては減損の兆候がありませんでし

たが、共用資産であるその他の共用物件について

は、地価等が大幅に下落したことにより帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（12百万円）として特別損失に計上いたしました。 

 なお、回収可能価額は鑑定価額によっておりま

す。         

場所 用途 種類

鳥取県米子市 その他 土地

                        

  

※７   構造改革による経営基盤強化の一環として、グ

ループ要員の適正化をはかるべく選択定年制度等

の充実をはかったことにより発生した費用であり

ます。 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加56,705株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加194,630株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

配当金支払額 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  282,744,185  －  －  282,744,185

合計  282,744,185  －  －  282,744,185

自己株式         

普通株式 （注）  496,072  56,705  －  552,777

合計  496,072  56,705  －  552,777

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成19年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  564  2 平成19年３月31日 平成19年６月28日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  564 利益剰余金  2 平成20年３月31日 平成20年６月26日

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  282,744,185  －  －  282,744,185

合計  282,744,185  －  －  282,744,185

自己株式         

普通株式 （注）  552,777  194,630  －  747,407

合計  552,777  194,630  －  747,407

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  564  2 平成20年３月31日 平成20年６月26日 



  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 ※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 12,608百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金等 
△44 

現金及び現金同等物 12,563百万円

現金及び預金勘定  9,386百万円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金等 
 △347 

現金及び現金同等物  9,039百万円



  

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引（借主側） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引 

  （１）リース資産の内容 

  （ア）有形固定資産 

   主として工具、器具及び備品の一部（金型）であり

ます。  

  （イ）無形固定資産 

    ソフトウェアであります。 

 （２）リース資産の減価償却の方法 

   連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項（２）重要な減価償

却資産の減価償却の方法の ③ リース資産」に記載の

とおりであります。 

   なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとおり

であります。  

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
建物及び

構築物 

機械装置

及び 
運搬具 

工具、器

具及び 
備品 

ソフト

ウェア 合計

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額

相当額  2,304  699  2,877  618  6,500

減価償却

累計額 
相当額 

 1,757  379  1,266  244  3,648

期末残高

相当額  547  319  1,611  373  2,851

  
建物及び

構築物 

機械装置

及び 
運搬具 

工具、器

具及び 
備品 

ソフト

ウェア 合計

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額

相当額  2,304  629  1,937  476  5,347

減価償却

累計額 
相当額 

 1,872  426  1,146  232  3,678

期末残高

相当額  432  202  791  243  1,669

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内  1,257 百万円 

１年超  2,256   

合計  3,514   

１年以内  862 百万円 

１年超  1,367   

合計  2,230   

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料  1,542 百万円 

減価償却費相当額  1,381   

支払利息相当額  145   

支払リース料  1,282 百万円 

減価償却費相当額  1,074   

支払利息相当額  181   

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

同左 



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

  

  

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

   オペレーティング・リース取引のうち解約不能の

ものに係る未経過リース料  

未経過リース料 

１年以内  347 百万円 

１年超  776   

合計  1,123   

１年以内  338 百万円 

１年超  725   

合計  1,063   



前連結会計年度（平成20年３月31日現在） 

１．売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

５．時価評価されていない主な有価証券 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

該当事項はありません。 

  

（有価証券関係）

  種類 
取得原価
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式  565  837  272

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  565  837  272

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式  886  753  △133

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  886  753  △133

合計  1,451  1,590  138

売却額  27 百万円 

売却益の合計  0   

売却損の合計  5   

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券      

非上場株式  64



当連結会計年度（平成21年３月31日現在） 

１．売買目的有価証券 

該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

５．時価評価されていない主な有価証券 

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

該当事項はありません。 

  

  種類 
取得原価
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の 

(1）株式  259  325  65

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  259  325  65

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの 

(1）株式  786  586  △200

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

小計  786  586  △200

合計  1,046  911  △134

売却額  212 百万円 

売却益の合計  0   

売却損の合計  27   

  
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 

その他有価証券      

非上場株式  53



    １．取引の状況に関する事項 

  

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

① 取引の内容及び利用目的等 

  通常の営業過程における外貨建輸出取引と外貨建輸

入取引との差額について、為替相場の変動によるリス

クを軽減するため、包括的な為替予約取引を行ってお

ります。なお、ヘッジ会計の要件を満たしている場合

にはヘッジ会計を適用しております。 

① 取引の内容及び利用目的等 

            同左 

ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

ヘッジ会計の方法 

          同左 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段  為替予約取引 

・ヘッジ対象  外貨建予定取引 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

          同左 

ヘッジ方針 

通常業務を遂行する上で、外貨建金銭債権債務の

為替変動リスクを軽減する目的で取引予定額に基づ

き為替予約取引を使用しております。 

ヘッジ方針 

         同左 

ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段（為替予約）との関係が

直接的であるためヘッジの有効性の評価を省略して

おります。 

ヘッジの有効性評価の方法 

          同左 

② 取引に対する取組方針 

  基本的に外貨建金銭債権債務残高及び取引成約高

の範囲内で通貨関連のデリバティブ取引を行うこと

としており、投機目的の取引は行わない方針であり

ます。 

② 取引に対する取組方針 

           同左 

③ 取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引は、為替相場の変動によるリスクを有

しております。なお、デリバティブ取引の契約先はい

ずれも信用度の高い金融機関であるため、相手方の契

約不履行によるリスクはほとんどないと認識しており

ます。 

③ 取引に係るリスクの内容 

           同左 

④ 取引に係るリスク管理体制 

 通貨関連のデリバティブ取引の実行及び管理は「組

織規程」に従い、財務部に集中しております。また、

子会社におけるデリバティブ取引の実行及び管理は当

社が承認し、社内管理規程に従い、行われておりま

す。 

 通貨関連の取引では、「組織規程」を受けた「外国

為替マニュアル」において、為替予約の実需原則等が

明示されております。さらに、経理担当役員は、月毎

の定例経営会議において、為替予約の締結状況及び締

結方針を報告することになっております。 

④ 取引に係るリスク管理体制 

    通貨関連のデリバティブ取引の実行及び管理は「組

織規程」に従い、経理部に集中しております。また、

子会社におけるデリバティブ取引の実行及び管理は当

社が承認し、社内管理規程に従い、行われておりま

す。 

 通貨関連の取引では、「組織規程」を受けた「外国

為替マニュアル」において、為替予約の実需原則等が

明示されております。さらに、経理担当役員は、月毎

の定例経営会議において、為替予約の締結状況及び締

結方針を報告することになっております。 



２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連 

  

区
分 種類 

前連結会計年度（平成20年３月31日現在） 当連結会計年度（平成21年３月31日現在）

契約額等 
（百万円） 

契約額等
のうち１
年超 
（百万円） 

時価
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

契約額等
（百万円） 

契約額等の
うち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益
（百万円） 

市

場

取

引

以

外

の

取

引 

為替予約取引                                            

売建                                            

米ドル  2,333  － 2,221 111 2,588  －  2,600 △12

ユーロ  5,675  － 5,674 0 1,388  －  1,447 △58

シンガポールド

ル 
 －  － － － －  －  － －

買建                                            

米ドル  738  － 745 7 1,596  －  1,592 △4

  ユーロ  86  － 86 0 33  －  32 △0

  英ポンド  197  － 199 1 142  －  140 △2

合計  9,031  － 8,928 121 5,750  －  5,813 △78

前連結会計年度 
（平成20年３月31日現在）   

当連結会計年度 
（平成21年３月31日現在） 

（注）１．時価の算定方法 

先物相場によっております。 

  （注）１．時価の算定方法 

同左 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取

引は除いております。 

  ２．同左 

３．為替予約取引は、為替相場の変動によるリス

クをヘッジする目的で行っております。 

  ３．同左 

４．評価損益につきましては、連結損益計算書に

計上しております。 

  ４．同左 



１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として規約型確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。ま

た、一部の国内連結子会社は確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており、そ

の他の国内連結子会社及び一部の在外連結子会社は確定給付型の制度として退職一時金制度を設けておりま

す。また、従業員の退職等に際して、早期退職者に対しては退職加給金を支払う場合があります。 

 なお、一部の在外連結子会社は、確定拠出型制度を設けております。 

２．退職給付債務等に関する事項 

 （注） 一部の国内連結子会社については、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

  

（退職給付関係）

    
前連結会計年度

（平成20年３月31日現在） 
（百万円） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日現在） 

（百万円） 
  

（イ） 退職給付債務  △15,405  △14,400   

（ロ） 年金資産  2,801  2,244   

（ハ） 退職給付信託  265  211   

（ニ） 未積立退職給付債務 (イ)＋(ロ)＋(ハ)  △12,338  △11,943   

（ホ） 会計基準変更時差異の未処理額  31  17   

（へ） 未認識数理計算上の差異  1,263  2,262   

（ト） 未認識過去勤務債務   482  437   

（チ） 退職給付引当金 (ニ)＋(ホ)＋(ヘ)＋(ト)  △10,562  △9,226   

    

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

（百万円） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（百万円） 

  

（イ） 勤務費用  941  942   

（ロ） 利息費用  359  350   

（ハ） 期待運用収益  △75  △69   

（ニ)  過去勤務債務の費用処理額  44  44   

（ホ） 数理計算上の差異の費用処理額  115  171   

（へ） 会計基準変更時差異の費用処理額  14  14   

（ト） 退職給付費用 

(イ)＋(ロ)＋(ハ)＋(ニ)＋(ホ)＋(へ) 
 1,399  1,452   

前連結会計年度 
（平成20年３月31日現在）   

当連結会計年度 
（平成21年３月31日現在） 

（注）１．簡便法を採用している国内連結子会社の退職

給付費用は、(イ）勤務費用に計上しておりま

す。 

  （注）１．同左 

２．上記の他、割増退職金70百万円を特別損失等

に計上しております。 

  ２．上記の他、割増退職金343百万円を営業外費用

に、事業構造改善費用の一部として退職特別

加算金2,166百万円を特別損失に計上しており

ます。 



４． 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 （注）一部の国内連結子会社については、簡便法を採用しております。 

  

 該当事項はありません。 

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(イ）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準       同左 

(ロ）割引率 2.0％～2.5％       同左 

(ハ）期待運用収益率 2.0％～3.0％       同左 

(ニ）過去勤務債務の処理   13年        同左 

(ホ）数理計算上の差異の処理年数  

７年～15年 

 翌連結会計年度から費用処理し

ております。 

      同左 

(へ）会計基準変更時差異の処理年数 10年        同左 

（ストック・オプション等関係）



  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

製品の種類、機能的特性、用途等の類似性に基づき区分しております。 

２．各事業区分の主要な製品 

(1）自動車機器事業 カーナビゲーション、カーオーディオ、カーマルチメディア機器及びこれらの周辺機器 

(2）特機事業    業務車両用ＡＶ機器、運行管理システム、ＣＣＤカメラ等車両周囲確認ＴＶシステム機器 

(3）その他の事業  ＳＳ無線機器、携帯電話、ＥＭＳ事業、その他 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での長期投資資金（投資有価証券）

289百万円であります。 

４．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれております。 

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（２）①に記載の通り、当社及び国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。また、平成19年３月31日以前に取得した有形固定

資産については、取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これらの変更により、

従来の方法に比べて当連結会計年度の営業費用は、自動車機器事業が213百万円、特機事業が9百万円、その他

の事業が2百万円増加し、それぞれの事業の営業利益が同額減少しております。 

６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（３）④に記載の通り、当社は、製品販売後の保証期

間に生じるサービス費用については、従来サービス作業等の発生時に費用として計上しておりましたが、サー

ビス費データの整備がなされてきたことから、親会社である株式会社日立製作所との会計方針の統一を目的と

し、当連結会計年度より製品保証引当金として計上する方法に変更しました。これらの変更により従来の方法

に比べて当連結会計年度の営業費用は、自動車機器事業が54百万円、特機事業が3百万円増加し、それぞれの

事業の営業利益が同額減少しております。 

７．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（３）⑤に記載の通り、当社は、役員の対象慰労金に

ついては、従来支給時の費用として処理しておりましたが、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第

４号）の適用により、役員に係る報酬等全般について引当金の計上も含め費用処理が必要とされたこと及び

「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号 平成19年４月13日）の公表に伴い、当連結

会計年度より役員退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしました。これらの変更により、従来の方法

に比べて当連結会計年度の営業費用は、自動車機器事業が84百万円、特機事業が5百万円増加し、それぞれの

事業の営業利益が同額減少しております。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
自動車機器

事業 
（百万円） 

特機事業
  

（百万円） 

その他の
事業 

（百万円） 

計
  

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
  

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                    

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  217,522  8,732  20,551  246,806  －  246,806

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －   (－)  －

計  217,522  8,732  20,551  246,806 (－)  246,806

営業費用  213,191  7,992  20,156  241,340 (－)  241,340

営業利益  4,330  739  395  5,465 (－)  5,465

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
                                   

資産  143,065  5,447  14,392  162,905 （12,063）  150,841

減価償却費  6,665  230  196  7,092  －  7,092

減損損失   351  10  3  364  －  364

資本的支出  10,516  444  294  11,255  －  11,255



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

製品の種類、機能的特性、用途等の類似性に基づき区分しております。 

２．各事業区分の主要な製品 

(1）自動車機器事業 カーナビゲーション、カーオーディオ、カーマルチメディア機器及びこれらの周辺機器 

(2）特機事業    業務車両用ＡＶ機器、運行管理システム、ＣＣＤカメラ等車両周囲確認ＴＶシステム機器

(3）その他の事業  ＳＳ無線機器、携帯電話、ＥＭＳ事業、その他 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での長期投資資金（投資有価証券）

246百万円であります。 

４．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれております。 

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（１）③に記載の通り、当連結会計年度より、「棚

卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分)を適用しております。こ

の変更により、従来の方法に比べて当連結会計年度の営業費用は、自動車機器事業が176百万円増加し、特機

事業が0百万円減少し、自動車機器事業の営業損失が同額増加し、特機事業の営業利益が同額増加しておりま

す。 

６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（２）①に記載の通り、当社及び国内連結子会社

は、機械装置について、従来、耐用年数を11年としておりましたが、法人税法の改正を契機に、通常の使用

状況における耐用年数を見直しました結果、法人税法改正後の７年が相応であると判断し、当連結会計年度

より新耐用年数を使用し減価償却費を計上しております。この変更により、従来の方法に比べて当連結会計

年度の営業費用は、自動車機器事業が89百万円、特機事業が8百万円、その他の事業が0百万円増加し、自動

車機器事業の営業損失が同額増加し、特機事業、その他の事業の営業利益が同額減少しております。    

７．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（２）①に記載の通り、一部の国内連結子会社は、

工具、器具及び備品（金型）について定率法を採用しておりましたが、金型の実際の使用状況を精査した結

果、定額法の方がより経済実態を表すことになると判断し、定額法による償却方法に変更しております。こ

の変更により、従来の方法に比べて当連結会計年度の営業費用は、自動車機器事業が127百万円減少し、営業

損失が同額減少しております。    

８．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」１に記載の通り、当連結会計年度より、「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月

17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。この変更により、従来の方法に比べて当連結会

計年度の営業費用は、自動車機器事業が4百万円増加し、その他の事業が0百万円減少し、自動車機器事業の

営業損失が同額増加し、その他の事業の営業利益が同額増加しております。   

  

  
自動車機器

事業 
（百万円） 

特機事業
  

（百万円） 

その他の
事業 

（百万円） 

計
  

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
  

（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                                    

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  157,552  8,982  15,018  181,554  －  181,554

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  － （－)  －

計  157,552  8,982  15,018  181,554 (－)  181,554

営業費用  172,044  7,210  14,748  194,003 (－)  194,003

営業利益又は営業損失（△）  △14,491  1,772  270  △12,449 (－)  △12,449

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
                                   

資産  105,429  5,418  6,546  117,395  246  117,641

減価償却費  7,962  372  172  8,506 －  8,506

減損損失   8  3  1  12 －  12

資本的支出  10,495  459  195  11,150 －  11,150



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

     (1）米州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル 

     (2）アジア・豪州：オーストラリア、中国、台湾、シンガポール、マレーシア、フィリピン 

     (3）欧州：ドイツ、イギリス、スペイン、フランス、ハンガリー 

    ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での長期投資資金（投資有価証券）

289百万円であります。 

    ４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（２）①に記載の通り、当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。また、平成19年３月31日以前に取得し

た有形固定資産については、取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これ

らの変更により、従来の方法に比べて当連結会計年度の営業費用は、日本が225百万円増加し、営業利益が同

額減少しております。 

    ５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（３）④に記載の通り、当社は、製品販売後の保  

証期間に生じるサービス費用については、従来サービス作業等の発生時に費用として計上しておりました

が、サービス費データの整備がなされてきたことから、親会社である株式会社日立製作所との会計方針の統

一を目的とし、当連結会計年度より製品保証引当金として計上する方法に変更しました。これらの変更によ

り従来の方法に比べて当連結会計年度の営業費用は、日本が58百万円増加し、営業利益が同額減少しており

ます。 

    ６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（３）⑤に記載の通り、当社は、役員の対象慰労金

については、従来支給時の費用として処理しておりましたが、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基

準第４号）の適用により、役員に係る報酬等全般について引当金の計上も含め費用処理が必要とされたこと

及び「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する監

査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第42号 平成19年４月13日）の公表に伴

い、当連結会計年度より役員退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしました。これらの変更によ

り、従来の方法に比べて当連結会計年度の営業費用は、日本が89百万円増加し、営業利益が同額減少してお

ります。 

  

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 
  

（百万円）

米州
  

（百万円）

アジア・
豪州 

（百万円）

欧州
  

（百万円）

計 
  

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
  

（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益                                          

売上高                                          

(1）外部顧客に対する売上高  151,015  55,497  12,952  27,340  246,806  －  246,806

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 37,864  1,257  39,791  357  79,271 （79,271）  －

計  188,880  56,755  52,744  27,697  326,077 （79,271）  246,806

営業費用  184,714  55,659  52,277  27,550  320,201 （78,861）  241,340

営業利益  4,165  1,096  466  147  5,875 （410）  5,465

Ⅱ 資産  135,674  21,570  22,809  15,582  195,636 （44,795）  150,841



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

     (1）米州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル 

     (2）アジア・豪州：オーストラリア、中国、台湾、マレーシア、フィリピン 

     (3）欧州：ドイツ、イギリス、スペイン、フランス、ハンガリー 

    ３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での長期投資資金（投資有価証券）

246百万円であります。 

    ４．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（１）③に記載の通り、当連結会計年度より、「棚

卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分)を適用しております。こ

の変更により、従来の方法に比べて当連結会計年度の営業費用は、日本が175百万円増加し、営業損失が同額

増加しております。 

    ５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（２）①に記載の通り、当社及び国内連結子会社

は、機械装置について、従来、耐用年数を11年としておりましたが、法人税法の改正を契機に、通常の使用

状況における耐用年数を見直しました結果、法人税法改正後の７年が相応であると判断し、当連結会計年度

より新耐用年数を使用し減価償却費を計上しております。この変更により従来の方法に比べて当連結会計年

度の営業費用は、日本が99百万円増加し、営業損失が同額増加しております。 

    ６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（２）①に記載の通り、一部の国内連結子会社は、

工具、器具及び備品（金型）について定率法を採用しておりましたが、金型の実際の使用状況を精査した結

果、定額法の方がより経済実態を表すことになると判断し、定額法による償却方法に変更しております。こ

の変更により従来の方法に比べて当連結会計年度の営業費用は、日本が127百万円減少し、営業損失が同額減

少しております。 

    ７．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」１に記載の通り、当連結会計年度より、「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月

17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。この変更により、従来の方法に比べて当連結会

計年度において、アジア・豪州の営業費用が9百万円増加、営業損失が同額増加し、欧州の営業費用が5百万

円減少、営業損失が同額減少しております。 

  
日本 
  

（百万円）

米州
  

（百万円）

アジア・
豪州 

（百万円）

欧州
  

（百万円）

計 
  

（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
  

（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益                                          

売上高                                          

(1）外部顧客に対する売上高  105,991  46,440  12,461  16,661  181,554  －  181,554

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 31,689  1,192  37,200  365  70,448 (70,448)  －

計  137,681  47,632  49,661  17,027  252,002 (70,448)  181,554

営業費用  149,668  47,620  49,735  17,235  264,259 (70,255)  194,003

営業利益又は営業損失（△）  △11,987  12  △74  △208  △12,256  (192)  △12,449

Ⅱ 資産  113,453  23,463  14,958  8,719  160,596  (42,954)  117,641



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）米州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル、ベネズエラ 

(2）欧州：ドイツ、イギリス、スペイン、フランス 

(3）その他の地域：オーストラリア、中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 成21年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）米州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル、ベネズエラ 

(2）欧州：ドイツ、イギリス、スペイン、フランス 

(3）その他の地域：オーストラリア、中国、韓国、台湾、マレーシア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

ｃ．海外売上高

  米州 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  55,871  37,141  14,414  107,428

Ⅱ 連結売上高（百万円）                    246,806

Ⅲ 連結売上高に占める海外 

売上高の割合（％） 
22.6 15.1 5.8 43.5%  

  米州 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  46,511  21,520  13,627  81,659

Ⅱ 連結売上高（百万円）                    181,554

Ⅲ 連結売上高に占める海外 

売上高の割合（％） 
25.6   11.9  7.5 45.0%  



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 （注）短期借入金は株式会社日立製作所のグループ・プーリング制度によるものであり、日々変動するため、取引金額

については前期末残高に対する増減額を記載しております。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）   

  １. 親会社及び法人主要株主等 

 （注）短期貸付金、短期借入金は株式会社日立製作所のグループ・プーリング制度によるものであり、日々変動するた

め、取引金額については前期末残高に対する増減額を記載しております。 

  

  ２. 兄弟会社等   

（注1） ファクタリング取引については、当社の営業債務に関し、当社、取引先、日立キャピタル㈱の三者間で基本契

         約を締結し、ファクタリング方式による決済を行っているものであります。 

（注2） 市場金利に連動した利率を適用しております。  

（注3） 一般の取引と同様であります。 

  

（関連当事者情報）

属性 会社等 
の名称 住所

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の
内容又は
職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容 取引金額 
(百万円) 科目

期末残高
(百万円)

役員の
兼任等 
（人） 

事業上
の関係 

 親会社 
㈱日立 

製作所 

東京都 

千代田区 
 282,033

電気機械

器具等の

製造販売

(被所有) 

64.02
 2

日立グル
ープ・プ
ーリング
制度によ
る借入 
（注） 

資金の借入  △5,349
短期 

借入金 
6,707

資金の借入  7,000
長期 

借入金 
 7,000

属性 会社等 
の名称 住所

資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の
内容又は
職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容 取引金額 
(百万円) 科目

期末残高
(百万円)

役員の
兼任等 
（人） 

事業上
の関係 

 親会社 
㈱日立  

製作所 

東京都  

千代田区 
   282,033

電気機械

器具等の

製造販売

(被所有) 

64.01
 2

日立グル
ープ・プ
ーリング
制度によ
る預入・
借入 
（注） 

資金の預入  1,525
短期  

貸付金 
1,525

資金の借入  △6,707
短期  

借入金 
－

資金の借入  13,000
長期  

借入金 
 20,000

属性 会社等 
の名称 住所

資本金又
は出資金 

  

事業の
内容又は
職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容

取引の内容 
取引金額 
(百万円)  

  
科目 

期末残高
（百万円)

  
役員の
兼任等
（人） 

事業上
の関係 

 兄弟会社  
日立キャピ

タル㈱ 
東京都港区 

百万円  

     

9,983

リース、

ローン等

の金融

サービス

事業   

(被所有) 

  － 
－ 

ファクタリ

ング取引 

  
 （注1）  

ファクタ

リング 

取引 
 11,933

支払手形

及び  

買掛金 
2,368

 資金の

借入 

 （注2） 

資金の 

借入 
 1,892

短期  

借入金 
 1,892

 兄弟会社 

Hitachi 

Automotive 

Systems 

Europe 

GmbH 

Schwaing－

Oberding、 

Germany 

千ユーロ  
  4,552

自動車機

器の製造

及び販売

(被所有) 

  － 
－ 

当社グル

ープ製品

の販売等 

（注3） 

開発費の 

支払 
 75 未払費用 65

製品の 

販売 
 5,035

受取手形

及び  

売掛金 
 1,267



  

 （注） １株当たり当期純利益または当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額  113.12円 

１株当たり当期純利益 4.88円 

１株当たり純資産額        31.77円 

１株当たり当期純損失     70.85円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当期純利益または当期純損失（△） 

（百万円） 
 1,378  △19,987

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（百万円） 
 1,378  △19,987

期中平均株式数（千株）  282,212  282,098

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,144 1,805

受取手形 536 ※3  183

売掛金 ※1  23,878 ※1  11,773

商品 3,399 －

製品 2,442 －

商品及び製品 － 4,627

原材料 2,633 －

貯蔵品 1,473 －

原材料及び貯蔵品 － 3,742

前渡金 48 13

前払費用 463 528

繰延税金資産 1,509 800

関係会社短期貸付金 － 8,791

未収入金 ※1  11,295 ※1  6,463

その他 670 615

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 49,495 39,342

固定資産   

有形固定資産   

建物 10,652 10,872

減価償却累計額 △5,437 △5,665

建物（純額） 5,215 5,207

構築物 669 852

減価償却累計額 △464 △499

構築物（純額） 205 352

機械及び装置 2,244 2,203

減価償却累計額 △1,583 △1,631

機械及び装置（純額） 660 572

車両運搬具 66 68

減価償却累計額 △45 △44

車両運搬具（純額） 20 23

工具、器具及び備品 13,462 12,324

減価償却累計額 △12,679 △11,629

工具、器具及び備品（純額） 782 694

土地 ※2  8,151 ※2  8,150

リース資産 － 693

減価償却累計額 － △167

リース資産（純額） － 525

建設仮勘定 872 697

有形固定資産合計 15,907 16,224

無形固定資産   

特許権 227 276

借地権 1 －

ソフトウエア 8,378 8,806

その他 14 19



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

無形固定資産合計 8,621 9,102

投資その他の資産   

投資有価証券 1,589 920

関係会社株式 42,321 34,341

長期前払費用 1,494 1,337

繰延税金資産 2,372 －

その他 1,089 953

貸倒引当金 △78 △26

投資その他の資産合計 48,789 37,526

固定資産合計 73,318 62,853

資産合計 122,814 102,195

負債の部   

流動負債   

支払手形 6,179 1,400

買掛金 ※1  17,755 ※1  12,822

短期借入金 ※4  5,925 ※4  7,983

関係会社短期借入金 ※6  11,041 ※6  5,775

1年内返済予定の長期借入金 ※5  10,200 ※5  12,000

リース債務 － 362

未払金 ※1  4,139 ※1  6,872

未払費用 3,465 1,936

未払法人税等 96 66

前受金 7 0

預り金 478 181

賞与引当金 464 541

製品保証引当金 361 185

その他 46 117

流動負債合計 60,160 50,245

固定負債   

長期借入金 ※5  12,000 ※5  12,000

関係会社長期借入金 ※6  7,000 ※6  20,000

リース債務 － 192

再評価に係る繰延税金負債 584 584

退職給付引当金 7,001 5,687

役員退職慰労引当金 367 288

長期未払金 1,401 1,395

その他 33 33

固定負債合計 28,389 40,182

負債合計 88,549 90,427



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 26,100 26,100

資本剰余金   

資本準備金 2,667 2,667

資本剰余金合計 2,667 2,667

利益剰余金   

利益準備金 120 180

その他利益剰余金 4,625 △17,642

繰越利益剰余金 4,625 △17,642

利益剰余金合計 4,745 △17,462

自己株式 △94 △117

株主資本合計 33,419 11,187

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 126 △139

繰延ヘッジ損益 △6 △5

土地再評価差額金 725 725

評価・換算差額等合計 845 580

純資産合計 34,264 11,767

負債純資産合計 122,814 102,195



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 ※1  139,630 ※1  97,819

売上原価   

製品及び商品期首たな卸高 5,493 5,842

当期製品製造原価 47,196 44,829

当期商品仕入高 ※1  74,173 ※1  44,753

合計 126,863 95,424

他勘定振替高 ※2  610 ※2  547

製品及び商品期末たな卸高 5,842 4,627

売上原価合計 120,411 90,250

売上総利益 19,219 7,569

販売費及び一般管理費 ※3, ※4  17,315 ※3, ※4  14,868

営業利益又は営業損失（△） 1,903 △7,298

営業外収益   

受取利息 ※1  213 ※1  109

受取配当金 ※1  489 ※1  287

賃借料 ※1  316 ※1  493

その他 179 113

営業外収益合計 1,199 1,003

営業外費用   

支払利息 867 643

売上割引 59 50

貸与資産償却費 128 228

割増退職金 － 343

特許関連費用 － 215

為替差損 123 329

その他 498 310

営業外費用合計 1,676 2,121

経常利益又は経常損失（△） 1,426 △8,416

特別利益   

環境対策費用戻入益 － 247

補助金収入 － 127

過年度特許料戻入益 305 －

投資損失引当金戻入額 293 －

固定資産売却益 ※5  275 ※5  0

その他 170 57

特別利益合計 1,044 432



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別損失   

関係会社株式評価損 － 7,862

関係会社支援損 － 1,400

事業構造改善費用 － 738

減損損失 ※8  31 －

固定資産売却損 ※6  400 ※6  0

固定資産除却損 ※7  136 ※7  59

投資損失引当金繰入額 420 －

役員退職慰労引当金繰入額 307 －

製品保証引当金繰入額 303 －

投資有価証券評価損 296 179

その他 321 258

特別損失合計 2,217 10,497

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 253 △18,481

法人税、住民税及び事業税 △948 78

法人税等調整額 1,388 3,083

法人税等合計 439 3,162

当期純損失（△） △186 △21,644



  

製造原価明細書

    
第68期

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

第69期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 材料費    29,254  62.0  23,234  51.8

Ⅱ 労務費 ※１  2,888  6.1  4,321  9.7

Ⅲ 経費 ※２  15,053  31.9  17,273  38.5

当期総製造費用    47,195  100.0  44,829  100.0

仕掛品期首たな卸高    0        －      

合計    47,196        44,829      

当期製品製造原価    47,196        44,829      

                           

（脚注）      （第68期） （脚注）      （第69期） 

※１．このうち引当金繰入額は次のとおりであります。 ※１．このうち引当金繰入額は次のとおりであります。 

賞与引当金繰入額 284百万円

退職給付費用  369

賞与引当金繰入額 309百万円

退職給付費用  427

※２．この内訳は次のとおりであります。 ※２．この内訳は次のとおりであります。 

外注加工費 3,643百万円

減価償却費 2,513  

その他 8,895  

合計 15,053  

外注加工費 4,032百万円

減価償却費 3,140  

その他 10,100  

合計 17,273  

            

原価計算の方法 原価計算の方法 

 要素別、工程部門別の計算により総合原価計算を採

用。 

 期中においては、標準原価を用い、期末に原価差額を

売上原価、製品、原材料、仕掛品等に配賦して調整して

おります。 

同左 



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 26,100 26,100

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 26,100 26,100

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,667 2,667

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,667 2,667

資本剰余金合計   

前期末残高 2,667 2,667

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,667 2,667

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 60 120

当期変動額   

剰余金の配当 60 60

当期変動額合計 60 60

当期末残高 120 180

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 5,219 4,625

当期変動額   

剰余金の配当 △624 △624

当期純損失（△） △186 △21,644

土地再評価差額金の取崩 216 0

当期変動額合計 △594 △22,268

当期末残高 4,625 △17,642

利益剰余金合計   

前期末残高 5,279 4,745

当期変動額   

剰余金の配当 △564 △564

当期純損失（△） △186 △21,644

土地再評価差額金の取崩 216 0

当期変動額合計 △534 △22,208

当期末残高 4,745 △17,462

自己株式   

前期末残高 △83 △94

当期変動額   

自己株式の取得 △10 △23

当期変動額合計 △10 △23

当期末残高 △94 △117



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 33,964 33,419

当期変動額   

剰余金の配当 △564 △564

当期純損失（△） △186 △21,644

自己株式の取得 △10 △23

土地再評価差額金の取崩 216 0

当期変動額合計 △545 △22,231

当期末残高 33,419 11,187

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 596 126

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △470 △265

当期変動額合計 △470 △265

当期末残高 126 △139

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △0 △6

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 0

当期変動額合計 △6 0

当期末残高 △6 △5

土地再評価差額金   

前期末残高 941 725

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △216 △0

当期変動額合計 △216 △0

当期末残高 725 725

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,538 845

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △692 △265

当期変動額合計 △692 △265

当期末残高 845 580

純資産合計   

前期末残高 35,502 34,264

当期変動額   

剰余金の配当 △564 △564

当期純損失（△） △186 △21,644

自己株式の取得 △10 △23

土地再評価差額金の取崩 216 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △692 △265

当期変動額合計 △1,237 △22,497

当期末残高 34,264 11,767



 該当事項はありません。 

  

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

  
第68期

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

第69期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．デリバティブの評価方法  時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品、製品、原材料及び仕掛品 

 総平均法による原価法 

商品、製品、原材料及び仕掛品 

  総平均法による原価法(貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定)を採用しております。 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法 

貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法(貸借対照

表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定)を採用しておりま

す。 

    

  

（会計方針の変更） 

 当事業年度より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号 

平成18年７月５日公表分）を適用してお

ります。 

 これにより、営業損失及び経常損失は

それぞれ50百万円減少しており、税引前

当期純損失は28百万円増加しておりま

す。 

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

  法人税法に規定する耐用年数に基づ

く定率法。但し、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除

く）、工具、器具及び備品の一部（金

型）については定額法を採用しており

ます。 

(1）有形固定資産(リース資産を除く) 

同左 

   (会計方針の変更) 

 法人税法の改正に伴い、当事業年度

より、平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益がそれぞれ59百万円

減少しております。 

  

  



  

  
第68期

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

第69期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

   (追加情報) 

 法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産に

ついては、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得価額

の５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。 

 これにより営業利益が80百万円減少

し、経常利益及び税引前当期純利益が

それぞれ82百万円減少しております。 

(追加情報) 

 機械及び装置については、従来、耐用

年数を11年としておりましたが、法人税

法の改正を契機に、通常の使用状況にお

ける耐用年数を見直しました結果、法人

税法改正後の７年が相応であると判断

し、当事業年度より新耐用年数を使用し

減価償却費を計上しております。 

 これにより営業損失が56百万円増加

し、経常損失及び税引前当期純損失は、

それぞれ79百万円増加しております。  

  (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについて

は、利用見込期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

 その他の無形固定資産については、

法人税法に規定する耐用年数に基づく

定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産(リース資産を除く) 

同左 

  (3）    ――――――   (3）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損失に備え

て、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）投資損失引当金 

  関係会社株式の実質価値の低下によ

る損失に備えて、純資産価額等を勘案

して必要と認められる額を計上してお

ります。  

  なお、同引当金4,110百万円は、貸借

対照表上、関係会社株式から直接控除

しております。  

(2）投資損失引当金 

  関係会社株式の実質価値の低下によ

る損失に備えて、純資産価額等を勘案

して必要と認められる額を計上してお

ります。  

  なお、同引当金3,690百万円は、貸借

対照表上、関係会社株式から直接控除

しております。  

  (3）賞与引当金  

 従業員の賞与の支給に備えて、支給

見込額のうち当事業年度に負担すべき

額を計上しております。 

(3）賞与引当金 

同左 

  



  

  
第68期

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

第69期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

 また、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（13年）

による定額法により按分した額を、そ

れぞれ発生の翌事業年度から費用処理

しており、過去勤務債務は従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(13

年)で均等償却しております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

  

  

    

  

(会計方針の変更) 

 「「退職給付に係る会計基準」の一部

改正（その３）」（企業会計基準第19号

平成20年７月31日）が平成21年３月31日

以前に開始する事業年度に係る財務諸表

から適用できることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基準を適用し

ております。 

 数理計算上の差異を翌事業年度から償

却するため、これによる営業損失、経常

損失及び税引前当期純損失に与える影響

はございません。 

 また、本会計基準の適用に伴い発生す

る退職給付債務の差額の未処理残高は

474百万円であります。  

  (5) 製品保証引当金 

  製品のアフターサービスの費用支出

に備えるため、保証期間内のサービス

費用見込額を、過去の実績を基礎とし

て計上しております。 

(会計方針の変更) 

  製品販売後の保証期間に生じるサー

ビス費用については、従来サービス作

業等の発生時に費用として計上してお

りましたが、サービス費データの整備

がなされてきたことから、親会社であ

る株式会社日立製作所との会計方針の

統一を目的とし、当事業年度より製品

保証引当金として計上する方法に変更

しました。 

  この結果、従来と同一の方法を採用

した場合と比べ、営業利益及び経常利

益は、それぞれ58百万円減少し、税引

前当期純利益は、361百万円減少してお

ります。 

(5) 製品保証引当金 

同左 



  

  
第68期

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

第69期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  (6) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく当事

業年度末要支給額（執行役員分を含

む）を計上しております。 

(会計方針の変更) 

 役員の退職慰労金については、従

来、支給時の費用として処理しており

ましたが、「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号）の適用に

より、役員に係る報酬等全般について

引当金の計上も含め費用処理が必要と

されたこと及び「租税特別措置法上の

準備金及び特別法上の引当金又は準備

金並びに役員退職慰労引当金等に関す

る監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会監査・保証実務委員会報告第42

号 平成19年４月13日）の公表に伴い、

当事業年度より役員退職慰労引当金と

して計上する方法に変更しました。 

 この結果、従来と同一の方法を採用

した場合と比べ、営業利益及び経常利

益は、それぞれ89百万円減少し、税引

前当期純利益は、367百万円減少してお

ります。 

(6) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく事業

年度末要支給額（執行役員分を含む）

を計上しておりましたが、平成20年６

月25日開催の定時株主総会において、

役員退職慰労金制度廃止に伴い当総会

終結時までの在任期間に対する要支給

額を上限とする役員退職慰労金の打切

り支給が承認可決され、その具体的金

額、方法等は、取締役につきましては

取締役会に、監査役につきましては監

査役の協議に一任いただいておりま

す。  

 このため、打切り支給承認に基づく

要支給額を計上しております。   

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（以下、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引という）について

は、賃貸借取引に準じた方法で会計処理

しております。 

―――――― 

７．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 為替予約取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ・ヘッジ対象 外貨建予定取引   

  (3）ヘッジ方針 

 当社の通常業務を遂行する上で、外

貨建金銭債権債務の為替変動リスクを

軽減する目的で取引予定額に基づき為

替予約取引を使用しております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ対象とヘッジ手段（為替予約)

との関係が直接的であるためヘッジの

有効性の評価を省略しております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。  

(1）消費税等の会計処理方法 

同左 

(2）連結納税制度の適用に関する事項 

当社は連結納税制度を適用しており  

ます。 

(2）連結納税制度の適用に関する事項 

同左 



  

  

会計処理方法の変更

第68期 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成20年３月31日） 

第69期 
（自 平成20年４月１日 

  至 平成21年３月31日） 

――――――  （リース取引に関する会計基準） 

 当社は、所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっておりましたが、当事業年度より「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成

５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用し、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。これによる当事業年度の営業損失、経常損失及び

税引前当期純損失に与える影響はございません。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

適用しております。 

表示方法の変更

第68期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

第69期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（貸借対照表）  

 前期まで固定負債の「その他」に含めて表示しており

ました「長期未払金」は、資産の総額の100分の１を超え

ることとなったため、区分掲記しております。 

 なお、前期における「長期未払金」は、542百万円であ

ります。 

（損益計算書）  

 前期まで営業外費用の「その他」に含めて表示してお

りました「割増退職金」は、営業外費用の総額の100分の

10を超えることとなったため、区分掲記しております。 

 なお、前期における「割増退職金」は30百万円であり

ます。 

（損益計算書）  

 前期まで特別利益に区分掲記しておりました「投資有

価証券売却益」は特別利益の総額の100分の10以下となっ

たため、特別利益の「その他」に含めて表示することに

しました。 

 なお、当期における「投資有価証券売却益」は0百万円

であります。 

  

 前期まで営業外費用の「その他」に含めて表示してお

りました「特許関連費用」は、営業外費用の総額の100分

の10を超えることとなったため、区分掲記しておりま

す。 

 なお、前期における「特許関連費用」は90百万円であ

ります。 

  

 前期まで特別損失の「その他」に含めて表示しており

ました「投資有価証券評価損」は、特別損失の総額の100

分の10を超えることとなったため、区分掲記しておりま

す。 

 なお、前期における「投資有価証券評価損」は16百万

円であります。 

  

 前期まで特別利益の「その他」に含めて表示しており

ました「環境対策費用戻入益」は、特別利益の総額の100

分の10を超えることとなったため、区分掲記しておりま

す。 

 なお、前期における「環境対策費用戻入益」は52百万

円であります。 

    

 前期まで特別利益の「その他」に含めて表示しており

ました「補助金収入」は、特別利益の総額の100分の10を

超えることとなったため、区分掲記しております。 

 なお、前期における「補助金収入」は29百万円であり

ます。 



  

注記事項

（貸借対照表関係）

第68期 
（平成20年３月31日現在） 

第69期 
（平成21年３月31日現在） 

※１．関係会社に対する資産・負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりです。 

※１．関係会社に対する資産・負債 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりです。 

資産の部（百万円）   負債の部（百万円）

売掛金 11,004   買掛金 1,823 

未収入金  11,055   未払金 1,648 

資産の部（百万円）   負債の部（百万円）

売掛金 5,036   買掛金 2,166 

未収入金 6,063   未払金 1,716 

※２．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき事業用土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、「再評

価差額金」を純資産の部に計上しております。 

※２．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき事業用土地の再評価を行

い、評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る

繰延税金負債」として負債の部に計上し、「再評

価差額金」を純資産の部に計上しております。 

再評価方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「当

該事業用土地について地価税法第16条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額

を算定するために国税庁長官が定めて公表した方

法により算定した価額に合理的な調整を行って算

定する方法」及び同条第５号に定める「不動産鑑

定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価」によっ

ております。 

再評価方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月

31日公布政令第119号）第２条第４号に定める「当

該事業用土地について地価税法第16条に規定する

地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額

を算定するために国税庁長官が定めて公表した方

法により算定した価額に合理的な調整を行って算

定する方法」及び同条第５号に定める「不動産鑑

定士又は不動産鑑定士補による鑑定評価」によっ

ております。 

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

    △1,062百万円

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末に

おける時価と再評価後の帳簿

価額との差額 

△1,070百万円

※３.        ――――――   ※３．受取手形割引高                     227百万円 

※４．当社は、金融機関７行との間に協調融資方式（シ

ンジケート方式）によるコミットメントライン契

約を締結しております。  

当事業年度末におけるコミットメントライン契約

に係る借入金実行額は次のとおりであります。 

コミットメントライン契約の総額   10,000百万円 

借入実行残高    5,925百万円 

差引額    4,074百万円 

※４．当社は、金融機関７行との間に協調融資方式（シ

ンジケート方式）によるコミットメントライン契

約を締結しております。  

当事業年度末におけるコミットメントライン契約

に係る借入金実行額は次のとおりであります。 

コミットメントライン契約の総額 10,000百万円 

借入実行残高 7,149百万円 

差引額 2,850百万円 

※５．当社は、金融機関17行との間に協調融資方式（シ

ンジケート方式）によるタームローン契約を締結

しております。 

当事業年度末におけるタームローン契約に係る借

入金実行額は次のとおりであります。 

借入実行残高   22,200百万円 

※５．当社は、金融機関16行との間に協調融資方式（シ

ンジケート方式）によるタームローン契約を締結

しております。 

当事業年度末におけるタームローン契約に係る借

入金実行額は次のとおりであります。 

借入実行残高 24,000百万円 

※６. 当社は、親会社である株式会社日立製作所がグル

ープ会社を対象に行っているグループ・プーリン

グ制度に加入しております。 

当事業年度末における株式会社日立製作所からの

借入実行額は次のとおりであります。  

借入実行残高   13,707百万円 

※６. 当社は、親会社である株式会社日立製作所がグル

ープ会社を対象に行っているグループ・プーリン

グ制度に加入しております。 

当事業年度末における株式会社日立製作所からの

借入実行額は次のとおりであります。  

借入実行残高 20,000百万円 



  

（損益計算書関係）

第68期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

第69期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．関係会社との主な取引 

 各科目に含まれている関係会社との取引の金額は次

のとおりであります。 

※１．関係会社との主な取引 

 各科目に含まれている関係会社との取引の金額は次

のとおりであります。 

売上高       56,034百万円

商品仕入高       60,617 

受取利息  206 

受取配当金  460 

賃貸料  316 

売上高 39,765百万円

商品仕入高 46,030 

受取利息 107 

受取配当金 250 

賃貸料 476 

※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※２．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

販売費及び一般管理費          259百万円

製造経費  71 

原材料  74 

貯蔵品  75 

その他  129 

合計  610

販売費及び一般管理費 216百万円

製造経費 101 

原材料 54 

貯蔵品 95 

その他 78 

合計  547

※３．販売費及び一般管理費の主要な費目は次のとおりで

あります。 

※３．販売費及び一般管理費の主要な費目は次のとおりで

あります。 

広告宣伝費        1,164百万円

荷造運賃      2,602 

販売サービス費      2,394 

販売手数料      2,997 

販売促進費      1,595 

給与手当      2,563 

賞与引当金繰入額  175 

退職給付費用  312 

減価償却費  198 

諸手数料  1,149 

役員退職慰労引当金繰入額  89 

広告宣伝費 1,188百万円

荷造運賃 2,243 

販売サービス費 1,608 

販売手数料 2,380 

販売促進費 1,290 

給与手当 2,376 

賞与引当金繰入額 296 

退職給付費用 286 

減価償却費 238 

諸手数料 1,092 

役員退職慰労引当金繰入額 21 

 また、販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は

約62％であります。 

 また、販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は

約59％であります。 

※４．研究開発費の総額 ※４．研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究

開発費 
        366百万円

一般管理費に含まれる研究

開発費 
132百万円

 なお、研究開発費には、賞与引当金繰入額4百万

円、退職給付費用5百万円、減価償却費20百万円が含

まれております。 

 なお、研究開発費には、賞与引当金繰入額4百万

円、退職給付費用3百万円、減価償却費12百万円が含

まれております。 

※５．この内訳は次のとおりであります。 ※５．この内訳は次のとおりであります。 

建物        264百万円

構築物  10 

車両運搬具  0 

工具、器具及び備品  0 

車両運搬具         0百万円



  

第68期（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加 56,705株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

第69期（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加 194,630株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

第68期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

第69期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 ※６. この内訳は次のとおりであります。       

土地    369百万円 

建物 29  

車両運搬具 1  

構築物  0    

 ※６. この内訳は次のとおりであります。       

車両運搬具     0百万円 

 ※７．この内訳は次のとおりであります。  

工具、器具及び備品    66百万円 

機械及び装置 57  

建物 8  

ソフトウェア  4  

車両運搬具  0  

 ※７．この内訳は次のとおりであります。  

工具、器具及び備品      26百万円 

機械及び装置 11  

建物 19  

構築物   2 

車両運搬具   0 

※８．減損損失 

  当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。 

 グルーピングの単位である各事業部門においては減

損の兆候がありませんでしたが、共用資産であるその

他の共用物件については、時価等が大幅に下落したこ

とにより帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減

少額を減損損失（31百万円）として特別損失に計上し

ました。 

 なお、回収可能価額は鑑定価額によっております。

場所 用途 種類

 岩手県二戸郡  その他   建物

※８．      ――――――― 

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注）  496,072  56,705  －  552,777

合計  496,072  56,705  －  552,777

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式（注）  552,777  194,630  －  747,407

合計  552,777  194,630  －  747,407



  

（リース取引関係）

第68期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

第69期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．所有権移転外ファイナンス・リース取引（借主側） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引 

（１）リース資産の内容 

（ア）有形固定資産 

主に金型であります。 

（イ）無形固定資産 

ソフトウエアであります。 

（２）リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の

方法」に記載のとおりであります。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月

31日以前のリース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

り、その内容は次のとおりであります。 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額 

  

機械及び

装置 

   
(百万円) 

車両 
運搬具 

   

(百万円) 

工具、器

具及び 
備品 

(百万円) 

ソフト 

ウェア 

   

(百万円)

 
合計 

  

(百万円)

取得価額

相当額  92  19  2,714 614 3,440

減価償却

累計額相

当額 
 58  12  1,191 242 1,504

期末残高

相当額  33  6  1,523 372 1,935

 

機械及び

装置 

  

(百万円)

車両

運搬具 

  

(百万円)

工具、器

具及び 
備品 

(百万円) 

ソフト 

ウェア 

   

(百万円) 

 
合計 

  

(百万円)

取得価額

相当額 92 10  1,812  472 2,387

減価償却

累計額相

当額 
74 6  1,087  229 1,398

期末残高

相当額 17 3  724  243 988

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内        941百万円

１年超  1,063

合計  2,005

１年以内        539百万円

１年超  498

合計  1,037

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料      1,214百万円

減価償却費相当額  1,140

支払利息相当額  59

支払リース料        950百万円

減価償却費相当額  889

支払利息相当額  39

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

利息相当額の算定方法 

同左 



  

  

  

 前事業年度（平成20年３月31日）及び当事業年度（平成21年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

  

  

 （注） １株当たり当期純損失の算定の基礎は、以下のとおりであります。 

  

第68期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

第69期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引  

   オペレーティング・リースのうち解約不能のもの

に係る未経過リース料 

１年以内    0百万円

１年超  2

合計  3

１年以内    0百万円

１年超  2

合計  2

（有価証券関係）

（１株当たり情報）

第68期 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

第69期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額        121.42円 

１株当たり当期純損失     0.66円 

１株当たり純資産額 41.73円 

１株当たり当期純損失 76.72円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

  
第68期

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

第69期 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当期純損失（百万円）（△）  △186  △21,644

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純損失（△） 

（百万円） 
 △186  △21,644

期中平均株式数（千株）  282,212  282,098



 当社は、平成21年１月29日開催の取締役会において、平成21年４月１日を効力発生日として、当社を存続会社、

当社の子会社である株式会社ザナヴィ・インフォマティクス（以下、「ザナヴィ」という。）を消滅会社とする吸

収合併を行うことを決議し、平成21年１月29日付で合併契約を締結いたしました。これを受けまして、平成21年４

月１日をもちましてザナヴィを消滅会社とする吸収合併をいたしました。 

  

(1)合併の目的 

 車載情報技術・機能が急速に進展、多様化し、さらにはカーナビゲーション市場がグローバルに拡大するなか、

グループの事業発展・拡大により車載情報端末事業においての“業界一、日本一、世界一”をめざし、合併による

シナジー効果やＢ．Ｎ．１活動成果の最大化をねらうとともに、マーケティング力・営業力の強化、技術力の強

化、品質造成・コスト競争力の強化などの基本的な重点課題を克服して、企業ビジョンに掲げる“価値ある企

業”としての地位を確保し、グローバルマーケットに必要とされ、かつマーケットから信頼を獲得できる企業集団

となり、さらなる成長をめざすことを目的とするものであります。 

一方、昨今の世界経済の減速、世界同時不況に端を発した自動車業界の販売低迷により経営環境が悪化し、先行

きに対し予断を許さない状況となるなか、当社グループの経営リソースの集約、コスト構造の見直し及びスリム化

による事業構造改革等の経営基盤の強化が急務となっております。 

経営の効率化やシナジー効果を最大限に発揮するため、速やかに合併し収益力の向上をはかることが必要不可欠

であると判断するものであります。 

  

(2)合併の要旨 

  ①当該合併の方法 

    当社を存続会社とする吸収合併方式とし、ザナヴィは解散いたします。 

  ②合併に係る割当ての内容 

ザナヴィは当社の100％子会社であるため、本合併による新株式の発行、資本金の増加及び合併交付金の支払い

はありません。 

  ③合併期日 

    平成21年４月１日 

  

(3)被合併会社の概要 

商号      株式会社ザナヴィ・インフォマティクス 

本店の所在地  神奈川県座間市広野台二丁目６番35号 

代表者の氏名  取締役社長  沼田 修 

資本金の額    2,500百万円 

純資産の額     59百万円 

総資産の額   18,040百万円 

事業の内容   車載情報通信機器の開発・生産・販売 

  

（重要な後発事象）



(1）役員の異動 

 ①代表者の異動 

   該当事項はありません。 

  

 ②その他の役員の異動 

   (1)新任取締役候補 

    取 締 役  齋 藤   康 〔執行役員 経営戦略室担当本部長〕 

        社外取締役  川 上 潤 三 （会長就任予定）〔㈱日立製作所 顧問〕 

  

(2)新任監査役候補 

  社外監査役  水 野 芳 夫 （常勤監査役就任予定） 

                〔元㈱ザナヴィ・インフォマティクス常勤監査役〕 

  

(3)退任予定取締役 

    取 締 役  会 田 豊 治 〔グローバル購買本部長〕 

        社外取締役  塚 田   實 〔㈱日立総合計画研究所 取締役社長〕 

＊会田豊治氏は、取締役退任後も当社常務執行役員として引続きグローバル購買本部長の業務執行を担当

いたします。 

  

(4)退任予定監査役 

    社外監査役  唐 澤 俊二郎 〔(社)日本ケーブルテレビ連盟理事長〕 

  

        (注)川上潤三氏は、会社法第２条15号に定める社外取締役の要件を満たしております。 

           水野芳夫氏は、会社法第２条16号に定める社外監査役の要件を満たしております。 

  

 ③執行役員の異動（昇格） 

    〔新役職〕    〔旧役職〕   〔継続役職〕       〔氏 名〕 

常務執行役員   執行役員   グローバル購買本部長   会 田 豊 治 

   

 ④就退任予定日 

   平成21年６月24日  

  

  

６．その他
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